
（平成２２年７月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 46 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 32 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 48 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 32 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年３月から同年６月までの期間及び

５年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年８月から 62 年４月まで 

② 平成４年３月から同年６月まで 

③ 平成５年３月 

私は、勤務していた会社を退職した際には、その都度、市役所で国民

年金の加入手続を行い、その後は自宅に届いた納付書に従って郵便局又

は銀行で毎月国民年金保険料を納付していた。自分で納付に行けないと

きなどは、私の父親に納付書と現金を預け、納付してもらっていた。申

立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、勤務していた会社を退職した際には、

その都度、国民年金加入手続を行い、その後は自宅に届いた納付書に従

って郵便局又は銀行で毎月国民年金保険料を納付していたと申述してい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間②以前の平成２

年３月ころに払い出されていることから、申立期間②の保険料は納付す

ることが可能な期間である。 

また、申立人が、４か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は、申立期間③直後の平成５年４月から

厚生年金保険加入に伴い国民年金被保険者資格を喪失する６年４月まで

の国民年金保険料を納付しており、申立人が、１か月と短期間である申

立期間③の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

  

３ 申立期間①について、申立人は、勤務していた会社を退職した際には、

その都度、国民年金加入手続を行い、その後は自宅に届いた納付書に従

って郵便局又は銀行で毎月国民年金保険料を納付していたと申述してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成２年３月ころ及び５年７

月ころの２回払い出されており、申立期間①の保険料は、そのいずれの

払出時点においても時効により納付することができない。 

また、申立人に平成２年３月ころに払い出された国民年金手帳記号番

号以前に、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

い。 

さらに、申立人が自身の国民年金保険料の納付に行くことができなか

った際に、代わりに納付に行ってくれていたとするその父親からは、申

立期間①の保険料納付について具体的な証言を得ることはできなかった。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成４年３月から同年６月までの期間及び５年３月の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年４月から５年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成４年４月から５年３月まで 

② 平成９年３月 

③ 平成 10 年３月 

④ 平成 15 年３月 

平成４年３月から実家が経営する会社で私が働き始めた際に、母が私

の国民年金の加入手続をしてくれた。また、私が結婚するまでの国民年

金保険料については、その母が、同居していた私の兄の分と一緒に郵便

局や農協で納付してくれていた。申立期間の保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、平成４年３月から実家が経営する会

社で働き始めた際に、その母親が申立人の国民年金加入手続を行い、申

立人が婚姻するまで、申立人とその兄の国民年金保険料を一緒に納付し

てくれていたと申述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は

５年４月ころに払い出されており、その時点では、申立期間①は保険料

を納付することが可能な期間であり、申立人が 12 か月と短期間である

申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、その母親が申立人とその兄の

国民年金保険料を一緒に納付してくれていたと申述しているが、その母

親は、当該申立期間の保険料額等当時の納付状況について記憶が曖昧
あいまい

で

ある上、一緒に保険料を納付していたとするその兄についても、当該申



                      

  

立期間の保険料は未納となっている。 

また、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ 申立期間④について、申立人は、その母親が納付してくれていたと申

述しているが、その母親は、当該申立期間の保険料額等当時の納付状況

について記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人が申立期間④の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成４年４月から５年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3434 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年８月までの期間、

51 年４月から 52 年３月までの期間及び 53 年３月の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 40 年１月から 44 年３月まで 

             ② 昭和 47 年１月から同年８月まで 

             ③ 昭和 48 年５月から 52 年３月まで 

             ④ 昭和 53 年３月 

申立期間①については、当時、Ａ区のＢ店の見習として勤めており、

私が 20 歳になった時に店主が国民年金の加入手続をし、国民年金の保

険料も店主が納付してくれていたと思う。 

申立期間②については、当時、Ｃ区のＢ店に勤めており、私が国民年

金の保険料を納付していたと思う。 

申立期間③及び④については、当時、Ｄ区に転居した時で、昭和 51

年５月に結婚するまでは、私が国民年金保険料をＥ郵便局において納付

書で納めていた。結婚後の期間は、妻が夫婦二人分の保険料をＥ郵便局

において納付書で納付した。 

申立期間①から④までの国民年金保険料が未納となっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、Ｃ区のＢ店に勤めており、納付書が

届いたので自分で国民年金保険料を納付したと思うとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年４月ころ払い出されてお

り、申立期間②は保険料を納付できる期間である上、申立人が８か月と

短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当た



                      

  

らない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は、Ｄ区に転居し、昭和 51 年５月に結

婚するまでは自分でＥ郵便局において納付書で国民年金保険料を納め、

結婚後の期間はその妻が夫婦二人分の保険料をＥ郵便局において納付書

で納付したとしているところ、その妻から結婚後の期間の夫婦二人分の

保険料を納付したとの証言が得られた上、その妻の結婚後から 52 年３

月までの期間の保険料は納付済みとなっており、その申立内容に不自然

さは見られない。 

また、申立人が昭和 51 年４月から 52 年３月までの 12 か月間と短期

間である国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない

ことから、申立期間③のうち、結婚後の昭和 51 年度第１期（51 年４月

から同年６月まで）を含めて 51 年４月から 52 年３月までの保険料は納

付されたものと推認できる。 

 

３ 申立期間④について、申立人は、結婚後の期間で、その妻が夫婦二人

分の国民年金保険料をＥ郵便局において納付書で納付したとしていると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年４月ころ払い出さ

れており、申立期間④は保険料を納付できる期間である上、申立人が１

か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 

 

４ 一方、申立期間①について、申立人が 20 歳になった時にＡ区のＢ店

の店主が国民年金への加入手続をし、国民年金保険料も納付してくれて

いたとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年４月

ころ払い出されており、その時点では、申立期間①の保険料は時効によ

り納付できない期間となる上、別の手帳記号番号が払い出された形跡も

見られない。 

また、申立期間①の国民年金保険料を納付したとする申立人が勤めて

いたＢ店の店主は既に亡くなっており、証言を得ることができないこと

から、申立人の国民年金への加入状況及び保険料納付状況が不明である。 

 

５ 申立期間③のうち、昭和 48 年５月から 51 年３月までの期間について

は、結婚前の期間であり、その妻が結婚前の当該期間の申立人の国民年

金保険料を納付したとするのは考え難く、申立人が、当該期間の保険料

を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 



                      

  

６ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 47 年１月から同年８月までの期間、51 年４月から 52 年３月

までの期間及び 53 年３月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年４月から 58 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： ① 昭和 44 年 10 月から 53 年３月まで 

             ② 昭和 57 年４月から 62 年３月まで 

申立期間①について、私は、学校卒業後は実家のＡ業を手伝っており、

父が私の国民年金の加入手続を行い、その後、父が私の国民年金保険料

を納付したはずである。 

申立期間②について、父が私と夫の分の国民年金保険料を納付し、父

が亡くなった後は、私が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付して

おり、一緒に納付した夫は納付済みとなっている。 

     申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得

できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち昭和 57 年４月から 58 年 12 月までについて、申立

人は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付しており、一緒に納付

した申立人の夫は納付済みとなっているとしているところ、申立人保管

の 57 年分の「給与所得に対する所得税源泉徴収簿」の社会保険料控除

欄に 57 年の国民年金保険料５万 1,810 円が、また、58 年分の「給与所

得者の保険料控除申告書」の社会保険料控除欄に国民年金保険料６万

8,130 円がそれぞれ記載されており、いずれも 57 年及び 58 年の国民年

金保険料と合致していることから、申立人の主張に不自然さは見られな

い。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、学校を卒業した後は実家のＡ業を手



                      

  

伝っており、その父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人の

国民年金保険料を納付したはずであるとしているが、申立人の国民年金

手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は昭和 53 年５月こ

ろであり、その時点では、申立期間①のうち 44 年 10 月から 51 年３月

までは時効により納付できず、51 年４月から 53 年３月まではさかのぼ

って納付する期間となるが、申立人の国民年金保険料を納付したとする

その父親は既に他界しており、証言が得られないため納付状況が不明で

ある。 

また、申立人は、住所の移動が無く、別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡は見られない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ 申立期間②のうち昭和 59 年１月から 62 年３月までについて、申立人

は、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付し、一緒に納付した申立

人の夫は納付済みとなっているとしているが、オンライン記録では、平

成元年５月以前は夫婦の国民年金保険料の納付日は異なっており、申立

人の申述と相違している。 

また、申立人保管の昭和 59 年、60 年、61 年及び 62 年の「給与所得

に対する所得税源泉徴収簿」の社会保険料控除欄に申立人の保険料につ

いての記載が無いため、保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す別

の関連資料は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

  

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 57 年４月から 58 年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年１月から 47 年４月までの国民年

金保険料については納付していたものと認められることから、納付記録の

訂正をすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： ① 昭和 45 年４月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 46 年１月から 47 年４月まで 

             ③ 昭和 47 年５月から 48 年 12 月まで 

    申立期間①、②及び③については、Ａ市（現在は、Ｂ市）在住の父親

が私の国民年金の加入手続を行い、父親が自分と私の分の国民年金保険

料を一緒に納付しており、申立期間当時の国民年金手帳とともに領収証

書も保管している。申立期間①は国民年金保険料が還付されていないこ

とに、申立期間②は保険料納付済期間が未加入期間となっていることに、

申立期間③は厚生年金保険料と国民年金保険料が重複納付されており、

国民年金保険料が還付されていないことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ市在住のその父親が申立人の国民

年金加入手続を行い、その父親が自分の分と申立人の分の国民年金保険

料を一緒に納付しており、申立期間当時の国民年金手帳とともに領収証

書も保管しているとしているところ、「Ｃ」が発行した申立人の生年月

日を昭和 25 年＊月＊日と記載してある 45 年３月 31 日付けの国民年金

手帳と 45 年４月から同年 12 月までの領収証書を所持していることから、

申立人の主張に不自然さは見られない。 

しかしながら、当該国民年金手帳には申立人の生年月日は昭和 25 年

＊月＊日と記載されているが、申立人の生年月日は 26 年＊月＊日であ

り、申立期間①は 20 歳前の期間となることから、国民年金保険料を納

付していたものと認められるものの、申立人は被保険者とはなり得ない



                      

  

期間である。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その父親が申立人の国民年金保険料

と一緒に納付したとしているところ、同居の父母は納付済みとなってい

る上、申立人が所持している申立人の国民年金手帳に貼付
ちょうふ

されていたと

する「保険料徴収カード」には領収印が押されており、当該カードから、

申立人は、申立期間②の国民年金保険料を納付していたと推認できる。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、その父親が申立人の国民年金保険料

と一緒に納付したとしているところ、同居の父母は納付済みとなってい

る上、申立人が所持している申立人の国民年金手帳に貼付
ちょうふ

されていたと

する「昭和 47 年度国民年金保険料納付通知書」等には領収印が押され

ており、当該納付通知書等から、申立人は、申立期間③の国民年金保険

料を納付していたと推認できる 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたと認められる。しかしながら、申立期間①

については、申立人は 20 歳前であり、また、申立期間③については厚

生年金保険被保険者であり、国民年金の被保険者となり得る期間でない

ことは明らかであることから、申立期間①及び③の記録の訂正を行うこ

とはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3439 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13 年７月から同年 12 月までの期間及び 14 年４月から 15

年７月までの期間については、学生納付特例期間であったものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

住    所 ： 

                                            

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成 13 年７月から同年 12 月まで 

                         ② 平成 14 年４月から 15 年７月まで 

申立期間①については、20 歳になった大学３年生の平成 13 年＊月に

母親にＡ市役所で学生納付特例申請手続をしてもらった。大学４年生の

14 年４月にも母親に同手続をしてもらった。申立期間①及び②が学生

納付特例期間となっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、20 歳になった大学３年生の平成 13

年＊月にその母親にＡ市役所で学生納付特例申請手続をしてもらったと

しているところ、その母親から、徒歩で 10 分弱にあるＡ市役所のＢ課

で学生納付特例申請手続をした際、添付書類として学生証と年間授業料

の領収書を提示して同手続をしたとの具体的な証言が得られ、その証言

に不自然さは見られない。 

  また、申立人の学生納付特例申請手続を行ったとするその母親は、国

民年金加入直後の１年間を除き、未納期間は無いことから、納付意識は

高かったものと推認できる。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、大学４年生の平成 14 年４月に申立

期間①と同様にその母親に同手続をしてもらったとしているところ、オ

ンライン記録では 14 年１月から同年３月までが学生納付特例期間とな

っており、その直後の 14 年４月にその母親が同申請手続をしないのは

不自然である。 



                      

  

  また、申立人は、申立期間②直後の平成 15 年８月から 16 年３月まで

の保険料を 17 年８月 22 日に過年度納付により納付しているが、申立期

間②のうちの 15 年７月分が未納であったならば過年度納付により納付

できたにもかかわらず、納付されていないことから、申立期間②につい

ては、学生納付特例期間であった可能性があると推認できる。 

  さらに、同居の申立人の妹からも 20 歳になった専門学校在学中の期

間は学生納付特例申請をその母親がしたとの証言が得られたことから、

申立人の同申請手続もその母親が行ったとするのが自然である。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、平成 13 年７

月から同年 12 月までの期間及び 14 年４月から 15 年７月までの期間に

ついては、学生納付特例期間であったものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3440 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年３月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月から８年３月まで 

    大学４年生の平成７年２月に会社を退職した時、その会社の総務の担

当者から国民年金の資格変更手続をするようアドバイスされ、私が、Ａ

市役所で国民年金の資格変更手続を行い、郵送されてきた納付書により

国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学４年生の平成７年２月に会社を退職した時、その会社の

総務の担当者から国民年金の資格変更手続をするようアドバイスされ、Ａ

市役所で国民年金の資格変更手続を行い、郵送されてきた納付書により国

民年金保険料を納付していたとしているところ、申立人は、５年３月ころ

に国民年金への加入手続を行っており、申立人が所持している国民年金手

帳により７年３月８日に資格変更手続をしたことが確認でき、申立期間の

保険料は現年度納付が可能である。 

また、申立人は、申立期間当時の月額保険料は１万円を超える金額だっ

たとし、当時の月額保険料の金額とおおむね一致していることから、その

申述に不自然さは見られない。 

さらに、申立人は、申立期間前の 20 歳になった平成５年３月に国民年

金の加入手続を行い、保険料を納付していることから保険料の納付意欲は

高かったものと推認できる上、申立人が、13 か月と比較的短期間である

申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民 

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3443 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年 10 月から 41 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 40 年 10 月から 41 年３月まで 

    Ａ市にあったＢ店で住み込みで勤務していたころ、店主の奥様が、従

業員であった私の国民年金保険料を納付してくれた。申立期間に係る保

険料が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の国民年金の加入手続及び申立期間に係る国民年金保

険料の納付は、住み込みで働いていたＡ市のＢ店の店主の妻が行っていた

と主張するところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 41 年 11 月 22

日にＡ市で払い出されていることから、申立期間の保険料を過年度納付す

ることは可能である上、オンライン記録によると、41 年４月から申立人

がその店を辞めたとする時期（43 年ころ）までの期間に係る保険料は納

付済みである。 

   また、上記Ｂ店で申立人と一緒に勤務したとする店主夫婦の息子は、自

分及び申立人の国民年金保険料は両親が納付していたと思うと証言してお

り、同息子の昭和 38 年度の保険料は過年度納付されている（同息子の国

民年金手帳記号番号払出日は昭和 39 年 12 月５日）。 

   さらに、店主夫婦はいずれも昭和 35 年 10 月１日に強制加入被保険者資

格を取得し、36 年４月から 60 歳に到達するまでの期間は保険料納付済期

間となっている。 

   加えて、申立期間は６か月と短期間であり、申立期間以外に未納期間は

無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年８月から同年 11 月までの期間、

52 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： ① 昭和 47 年８月から同年 11 月まで 

             ② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 53 年 10 月から 61 年３月まで 

20 歳から結婚するまで母が私の国民年金の保険料を払ってくれてい

た。結婚後も国民年金に入るのが当然と思っていたので、昭和 52 年１

月に会社を辞めたときにＡ区役所で任意加入の手続をし、保険料を納付

した。手続は会社を退職した 52 年１月のうちにしたと思う。Ｂ市に移

ってからも、国民年金の住所異動届を出して、保険料も納付書で納付し

た。納付書の色はピンクで毎月納付できる様式であったと思う。息子も

20 歳から就職するまで国民年金に加入させ、保険料も私が納付してい

た。 

申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立 期 間① に つい て、 特 殊台 帳 に「 還付 46.2～ 48.1 まで

(52.4.14）」 との記載があり、昭和 52 年ころさかのぼって 46 年２月

１日の資格喪失の処理が行われた形跡が確認できるが、申立期間①当時、

申立人が厚生年金保険等の被保険者となっていたことをオンライン記録

では確認できず、本来は国民年金の強制加入期間であったのを事実と異

なる資格喪失によって保険料納付済期間が未加入期間とされたものと認

められる。 

  また、申立期間②のうち昭和 52 年２月及び同年３月について、申立

人が所持する年金手帳及び特殊台帳により、申立人の任意加入被保険者



                      

  

資格取得日が 52 年２月 14 日であり、申立期間直後の 52 年４月から同

年９月までを現年度納付していることがＢ市の国民年金被保険者名簿に

より確認でき、任意加入手続当初の 52 年２月分及び同年３月分が未納

となっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間②のうち昭和 52 年１月について、申立人は、52 年２月 14

日に任意加入被保険者資格を取得していることから、申立期間②のうち

52 年１月は未加入期間であり制度上保険料を納付できない。 

また、申立期間③について、申立人は、Ｂ市では毎月保険料を納付し

ていたと申し立てていたが、口頭意見陳述において３か月ごとの納付で

あると主張を変更した上、申立人がＢ市へ転居した後の昭和 52 年 10 月

分から 53 年３月分までの６か月分の保険料が 53 年２月 27 日に、その

後の 53 年４月分から同年６月分までが 54 年１月 26 日に、53 年７月分

から同年９月分までが 54 年６月８日に過年度納付されていることがＢ

市の国民年金被保険者名簿により確認でき、申立人の３か月ごとに定期

的に納付したという主張と異なっているが、申立人はそのような納付を

した記憶は無いとするなど、申立人の納付に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

  さらに、申立人が、申立期間②のうちの昭和 52 年１月及び申立期間

③の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに同期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

  加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、当該期間の国民年金保

険料の納付状況について、当初の申立以上に具体的な申述が得られなか

った。 

   

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 47 年８月から同年 11 月までの期間、52 年２月及び同年３月

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3454 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 45 年４月から 46 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、私がＡ町役場（現在は、Ｂ市

役所）で納付したはずであり、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、自らＡ町役場で納付し

たはずであるとしているところ、納付場所、納付方法などを具体的に記憶

している。 

また、申立期間の前後は納付済みとなっており、申立人が、12 か月と

短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。  

さらに、申立期間直後の昭和 46 年４月から 47 年３月までのオンライン

記録は、平成 21 年９月１日に未納が納付済みに訂正されており、行政側

の記録管理に不備が見られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3457 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年７月から 37 年３月までの期間、38 年２月から 41 年

３月までの期間及び 44 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年７月から 37 年３月まで 

             ② 昭和 38 年２月から 41 年３月まで 

             ③ 昭和 44 年１月から同年３月まで 

    申立期間①について、実家にいる時に母親が国民年金の加入手続を行

い、集金に来た町会の役員に母親が保険料を納付していた。手帳に印紙

を貼
は

って検認していたことも覚えている。 

    申立期間②について、結婚後は、Ａ市役所に自転車で行き夫の国民年

金保険料と一緒に自分の保険料を納付していた。保険料が１か月 200 円

くらいだったことも覚えている。 

    申立期間③について、夫の分と一緒に保険料を納付していた。当初Ａ

市役所で納付していたが、商売上取引のある金融機関等の職員が集金に

来ていた時にその他の支払と一緒に保険料を納付していた。 

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人が20歳になった時にその母親

が国民年金の加入手続を行い、集金に来ていた町会の役員に保険料を納

付していたと申し立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和35年10月１日に払い出され、現年度納付が可能である上、申立期間

①前後の期間は保険料を納付していることから、申立期間①が未納とさ

れているのは不自然である。 

また、申立人が、９か月と短期間である申立期間①の国民年金保険料



                      

  

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

    さらに、申立人は、国民年金手帳に印紙を貼
は

り検認していたことも覚

えており、申立内容には信 憑
ぴょう

性がうかがわれる。 

     

２ 申立期間②について、申立人は、結婚後は夫婦の国民年金保険料をＡ

市役所で一緒に納付し、当時の保険料額が１か月200円くらいだったと

しているところ、納付したとする保険料額は当時の保険料額と一致して

いる上、申立人の主張する納付方法等についても当時の取扱いと一致し

ており、申立人の申述には信 憑
ぴょう

性がうかがわれる。 

また、申立人は、申立期間②前後の期間は保険料を納付している上、

その夫の申立期間②の保険料は納付済みとなっていることから、申立期

間②が未納とされているのは不自然である。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、Ａ市役所でその夫の分と一緒に国民

年金保険料を納付していたとしているところ、申立期間③前後の期間は

保険料を納付している上、申立人が、３か月と短期間である申立期間③

の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の 

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3458 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年４月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 53 年４月から 54 年３月まで 

    申立期間①について、結婚後Ａ市役所からはがきが来て、このままで

は、年金がもらえなくなるとの内容が書いてあったので、夫婦で市役所

に行き国民年金に加入した。保険料はさかのぼって二人分を納付した記

憶がある。金額は覚えていないが、制度の開始当初までさかのぼって納

付したはずである。 

    申立期間②について、私の妻が、Ａ市役所において、保険料を納付し

ていた。金額は覚えていないが、納付していたはずである。 

    申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、夫婦でＡ市役所に行き国民年金の加

入手続を行い、その妻が市役所で夫婦の国民年金保険料を納付していた

としているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年７月 23

日に夫婦連番で払い出され、44 年４月から 50 年３月までの期間を第３

回特例納付で、54 年４月から 55 年３月までの期間を過年度納付で、55

年６月にそれぞれ納付していることから、その時点で過年度納付が可能

な申立期間②の保険料を納付していないのは不自然である。 

また、申立人が、12 か月と短期間である申立期間②の国民年金保険

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

     

２ 申立期間①について、申立人は、結婚後Ａ市役所からはがきが来たの



                      

  

で夫婦で市役所に行き国民年金に加入し、制度開始当初にさかのぼって

保険料を納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

50 年７月 23 日に夫婦連番で払い出されており、払出日からすると、申

立期間①は、時効により保険料を納付することはできない期間である上、

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付について明確に 

記憶していないため、加入状況、納付状況等が不明である上、当該期間

は制度上保険料を納付できない未加入期間となっている。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

     

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3460 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年 11 月から 59 年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 58 年 11 月から 59 年２月まで 

私は退職後の昭和 58 年 11 月に、Ａ区役所又は同区役所Ｂ出張所にお

いて、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った。その後、国民

年金保険料の納付書が送付されてきたので、Ｂ出張所において保険料を

納付した。領収書は 59 年３月の確定申告の際に添付してしまって所持

していないが、申立期間の保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ区役所Ｂ出張所において納付

したとしているところ、Ａ区役所では、Ｂ出張所の開設は昭和 37 年９月

であり、同出張所において国民年金の加入手続及び保険料納付は可能であ

ったとしており、申立人の申述には信 憑
ぴょう

性がうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年１月ころに払い出さ

れており、その時点からすると、申立期間は現年度納付が可能な期間であ

る上、申立人は、申立期間以外に保険料の未納は無く、申立人が４か月間

と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情

は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年１月から同年３月までの期間、

48 年１月から同年３月までの期間及び 50 年１月から同年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年４月から 38 年５月まで 

           ② 昭和 46 年１月から同年３月まで 

           ③ 昭和 48 年１月から同年３月まで 

           ④ 昭和 50 年１月から同年３月まで 

私は、昭和 26 年からＡ区のＢ店に住み込みで働いていた。36 年の国

民年金制度開始に伴い、店主が加入手続をしてくれ、保険料は給料から

天引きにより、店主が納付してくれていた。 

Ｃ市（現在は、Ｄ市）で独立するため昭和 38 年に退職した時に、Ｂ

店の店主からそれまでの国民年金手帳を受け取り、同市役所で国民年金

加入手続をする際に、その手帳を持参したことを記憶している。 

また、Ｃ市で加入手続後は、夫婦二人分の保険料を主に同市役所で納

付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②、③及び④について、申立人は、Ｃ市でその妻と一緒に国

民年金の加入手続を行い、その後は夫婦二人分の保険料を主に同市役所

で納付していたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は前

後の被保険者の資格取得時期から、昭和 39 年６月から同年７月ころま

でに払い出されたと推認され、その時点からすると、これら申立期間の

保険料は納付することが可能である。 

また、当該期間の前後の国民年金保険料は現年度納付済みである上、



                      

  

それぞれ３か月と短期間であるこれら申立期間の保険料を納付できない

特段の事情も見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間①について、申立人自身は申立期間①の国民年金の加

入手続及び保険料の納付に関与しておらず、国民年金の加入手続及び保

険料の納付をしてくれたとするＢ店の店主は既に他界しており、国民年

金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

  また、Ｃ市で国民年金加入手続をした際に、Ｂ店を退職した時に店主

から渡された国民年金手帳を持参したとしているが、Ａ区で加入手続を

行い、その時交付された国民年金手帳を持参したとすると、同市ではＡ

区で交付された国民年金手帳の記号番号をそのまま引き継いで使用する

はずであるが、申立人に新たな記号番号の国民年金手帳を交付している

ことから、申立人の申述は、当時の取扱いと符合しない。 

さらに、申立人は、住み込みで働いていたＢ店の店主が昭和 36 年の

国民年金制度発足に伴い国民年金加入手続をし、保険料を納付してくれ

ていたとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時点（39

年６月から同年７月ころまで）からすると当該期間は未加入期間で制度

上保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 46 年１月から同年３月までの期間、48 年１月から同年３月ま

での期間及び 50 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料を納

付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3735 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 24 万円に訂正することが必

要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日   ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： 平成３年８月１日から４年１月１日まで 

    ねんきん定期便によると、株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期

間の標準報酬月額が 10 万 4,000 円となっている。在職中は降給された

ことは無く、実際に支払われた給与額（24 万円）と相違しているので

申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、当初、申立人の申立期間の標準報酬月額は、

申立人が主張する 24 万円と記録されていたものの、株式会社Ａが厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなった平成５年３月９日以降の同年７月

７日付けで、標準報酬月額が３年８月１日にさかのぼって 10 万 4,000 円

に引き下げられており、申立人のほか 14 人の同僚についても同様に遡及
そきゅう

訂正されていることが確認できる。 

また、申立期間当時の事業主は、「社会保険料を含め、８億円ほどの負

債があり、社会保険料を滞納していた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年７月７日付けで行われた遡及
そきゅう

訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について３年８月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事務

所に当初届け出た 24 万円に訂正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3739 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年３月 16 日から 47 年８月１日まで 

平成 18 年に社会保険事務所（当時）で、国民年金の記録しか無いと

いわれて疑問だった。Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ支店に勤務

していたときの厚生年金保険被保険者期間は、脱退手当金支給済期間と

なっているが手続したことも受給した記憶も無いので、調査して被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約１年９か月後の昭和 49 年５月 11 日に支給決定が行われたこと

となっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険記

号番号払出簿は氏名変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期

間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は、昭和

47 年 10 月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を

請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間の脱退手当金が支給決定されたこととなっ

ている時期より約１年２か月前に国民年金に任意加入し保険料を納付して

いることを踏まえると、当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは

認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａにおける申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、

申立期間の標準報酬月額の記録を平成７年 11 月から８年９月までの期間

は 20 万円、同年 10 月から 10 年３月までの期間は 22 万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 11 月１日から 10 年４月１日まで 

    申立期間の株式会社Ａにおける標準報酬月額の記録が、実際の給与の

額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける厚生

年金保険の標準報酬月額は、当初、平成７年 11 月から８年９月までの期

間は 20 万円、同年 10 月から 10 年３月までの期間は 22 万円と記録されて

いたところ、９年３月 28 日付けで８年 10 月１日の定時決定を取り消した

上で、７年 11 月１日にさかのぼって同年 11 月から９年３月までの期間を

15 万円に、10 年５月７日付けで９年 10 月１日の定時決定を取り消した上

で、同年４月１日にさかのぼって同年４月から 10 年３月までの期間を 10

万 4,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、事業主及び当該事業所に勤務していた 34 人の被保険者が、申立

人と同様にさかのぼって標準報酬月額が訂正されていることが確認できる。 

一方、事業主は、「平成９年３月及び 10 年５月に、厚生年金保険料の

滞納があったため社会保険事務所（当時）に出向き、担当課長に相談の上、

関係書類に何回も押印したが、延滞金を免除する旨の説明は聞いたが標準

報酬月額の減額訂正の説明は無く、減額訂正の書類には押印していな

い。」としており、申立期間当時、厚生年金保険料の滞納があったものと

推認できる。 



                      

  

また、申立人が提出した給与明細書により、申立人は、申立期間のうち、

平成９年１月から同年 12 月までの期間において、事業主により減額訂正

前の標準報酬月額 22 万円に相当する厚生年金保険料を給与から控除され

ていたことが確認できる。 

さらに、当該事業所の社会保険関係の事務処理及び給与計算の委託を受

けていた社会保険労務士事務所提出の申立人に係る労働者名簿では、申立

人の標準報酬月額は、資格取得時の平成７年 11 月は 20 万円、定時決定の

８年 10 月及び９年 10 月は、いずれも 22 万円であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような

遡及
そきゅう

により記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらず、

標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の申立期間の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出たとおり、平成７年 11 月から８年９月までの期間を 20 万円、

同年 10 月から 10 年３月までの期間を 22 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、平成 10 年４月以降の標準報酬月額は 22 万円と記録されている。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3743 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を平成８年３月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 28 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年３月 28 日から同年５月１日まで 

昭和 63 年５月１日に現在在職中の株式会社Ｂが所属するＣグループ

の前身、株式会社Ｄに入社し、平成８年３月にグループ内で異動があり

株式会社Ａに移籍したが、株式会社Ａにおける申立期間の厚生年金保険

被保険者記録が無い。入社から現在まで継続して勤務しており、在職証

明書もあるので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、事業主の回答及び複数の同僚の供述等から判

断すると、申立人は、申立期間前後を含めて株式会社Ａ及び同社の関連会

社に継続して勤務し（平成８年３月 28 日に株式会社Ｄから株式会社Ａに

異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａに係る「健康保

険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」（副）及

びオンライン記録における申立人に係る同社の平成８年５月の記録から、

28 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は保険料を納付したか否かについては不明とし

ているが、株式会社Ａに係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確



                      

  

認及び標準報酬決定通知書」（副）における資格取得日が平成８年５月１

日となっていることから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険事務所(当時)は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3744 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ院における資格喪失日に係

る記録を平成 13 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を 17 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年６月 30 日から同年７月１日まで 

      Ａ院に平成 13 年４月１日から同年６月 30 日まで勤務し、厚生年金保

険料が給与から控除されていたにもかかわらず、同年６月の厚生年金保

険の記録が無い。被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出のＡ院における給料明細書により、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、平成 13 年６月の給料明細

書から、17 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、申立事業所は、労働者名簿には平成 13 年６月 30 日に退職と記

載されているにもかかわらず、資格喪失日を同日に届け出たのは間違いで

はないかと供述している上、申立事業所から提出された健康保険厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書における申立人の資格喪失日が同年６月

30 日と記載されていることから、事業主は同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年６月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3745 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 38 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 38 年７月１日から同年８月８日まで 

昭和 38 年７月に株式会社ＡのＣ本社からＢ支店に転勤になった時の

厚生年金保険の加入記録が無い。調べて被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所（当時）の記録、事業主及び同僚の供述から判断すると、

申立人は、株式会社Ａに継続して勤務し（同社Ｃ本社から同社Ｂ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人と同様に昭和 38 年７月に異動したと

する複数の同僚が、同月において、株式会社ＡのＣ本社又はＤ部（Ｅ地）

で資格喪失後、異動先の同社Ｂ支店又はＦ営業所で資格を取得しているこ

とが確認でき、そのうち一人は申立人同様同年７月１日に同社Ｃ本社で資

格を喪失し同年７月１日に同社Ｆ営業所で資格を取得していることが確認

できることから、異動日を同年７月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 38 年８月のオンライ

ン記録から、２万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は届出の誤りが考えられることから納付してい

ないとしており、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 38 年７

月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立期間のＡ株式会社（現在は、Ｂ株

式会社）における資格取得日に係る記録を昭和 43 年１月 21 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月 21 日から同年２月１日まで 

昭和 26 年４月にＡ株式会社に入社し、平成２年９月末に定年退職す

るまで同社及び合併後のＢ株式会社に継続して勤務した。この間、昭和

42 年４月１日からＡ株式会社Ｃ出張所で勤務し、43 年２月１日に同社

本社に転勤となったが、厚生年金保険の加入記録では申立期間の記録が

欠落している。同一企業内の転勤であり、事務手続上の誤りであると思

われるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の在職期間証明書及び退職者カードにより、申立人は、同社

に昭和 26 年４月から平成２年９月 30 日まで継続して勤務し（昭和 43 年

１月 21 日にＡ株式会社Ｃ出張所から同社本社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社本社に

おける昭和 43 年２月のオンライン記録から６万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ｂ株式会社では合併前のＡ株式会社の人事記録が残っていない

ため不明としているほか、申立人の雇用保険の被保険者記録も確認できず、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明



                      

  

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ所における資格取得日は昭和 21 年８月１日、資

格喪失日は 25 年３月 27 日であると認められることから、厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 21 年８月から 22 年５

月までの期間は 210 円、同年６月から同年 12 月までの期間は 500 円、23

年１月から同年７月までの期間は 600 円、同年８月から同年 11 月までの

期間は 3,000 円、同年 12 月から 24 年４月までの期間は 4,200 円、同年５

月から 25 年２月までの期間は 4,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21 年８月ころから 25 年３月ころまで 

    私は、申立期間においてＣ地にあったＡ株式会社Ｂ所に勤務していた

が厚生年金保険の記録が無い。調査の上、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ所に係る厚生年金保険被保険者台帳において、申立人と同

姓同名及び同一生年月日であり、かつ、申立事業所名が記載された事業所

名と一致している被保険者記録が確認できる。 

また、当該被保険者記録は、申立期間と一致しているとともに、基礎年

金番号に統合されていないことから、当該未統合となっている被保険者記

録は、申立人の記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 21 年８月１日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び 25 年３月 27 日に被保険者資格を喪失した旨

の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、当該名簿の未統合の厚



                      

  

生年金保険被保険者記録から、昭和 21 年８月から 22 年５月までの期間は

210 円、同年６月から同年 12 月までの期間は 500 円、23 年１月から同年

７月までの期間は 600 円、同年８月から同年 11 月までの期間は 3,000 円、

同年 12 月から 24 年４月までの期間は 4,200 円、同年５月から 25 年２月

までの期間は 4,000 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3751 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 51 年９月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 14 万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年９月 21 日から同年 10 月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録を照会したとこ

ろ、Ａ株式会社に入社したのは昭和 51 年９月 21 日であるにもかかわ

らず被保険者資格の取得日は同年 10 月１日となっている。 

    入社時の「給与額決定通知書」には、昭和 51 年９月 21 日からの記述

があるので、当該申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与額決定通知書の記載内容及び雇用保険被保険

者記録により、申立人はＡ株式会社に昭和 51 年９月 21 日から勤務してい

たことが確認できる。 

また、当時の経理担当者は「当時の手帳を調べたところ申立人が昭和

51 年９月 21 日に入社した記述があった。社会保険関係については全員入

社日から社会保険への加入としていた。同年 10 月１日の資格取得となっ

ているとしたら届出が誤ったと考えられる。保険料は原則どおり当月支払

の給与から前月分を控除して納付していた。」と供述している上、申立人

から提出された 51 年 10 月分給与明細書により同年９月の厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

さらに、複数の同僚は、「社会保険への加入は入社日と同日となってい



                      

  

る。申立人についても同じ取扱いであったはず。」と供述している。 

加えて、元事業主は「事業所は平成 20 年に閉鎖しており、当時の資料

は保管されてないため当時の届出等については不明であるが、当社では全

員を厚生年金保険の被保険者として届け出ていた。」と回答している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書記

載の控除保険料から 14 万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ所（現在は、

Ｃ株式会社）における資格取得日に係る記録を昭和 47 年７月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を７万 2,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月１日から同年８月 11 日まで 

   昭和 41 年４月 16 日入社から平成 11 年２月 23 日に退職するまで、Ｃ

株式会社及びその関連会社に継続して勤務していたが、厚生年金保険の

記録において、株式会社ＡのＢ所に異動した際の１か月間が空白となっ

ていることには納得できない。当該期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

  

第３ 委員会の判断の理由  

  Ｃ株式会社の提出した従業員名簿及び社歴並びに申立人の提出した辞令

から判断すると、申立人は、株式会社ＡのＢ所及び同社の関連会社に継続

して勤務し（昭和 47 年７月１日に、株式会社Ｄから、株式会社ＡのＢ所

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 47 年８

月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、７万 2,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は詳細は不明としながらも、労働者名簿により在籍が確認できる期

間について、厚生年金保険料の控除及び納付を行わないことは考え難いと



                      

  

主張するが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3758 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 30 万円、申立期間②については 34 万円、申立期間③については 38 万

円、申立期間④については 36 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 25 日 

           ② 平成 16 年７月 28 日 

           ③ 平成 17 年７月 20 日 

           ④ 平成 17 年 12 月 20 日 

  すべての申立期間の賞与について、厚生年金保険料を控除されていた

にもかかわらず、年金加入記録には反映されていなかった。申立期間当

時に勤務していた有限会社Ａに聞いたところ、「納付したと思っていた。

第三者委員会で認められれば保険料を納付する。」と説明してくれてい

るので、賞与の記録を厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人及び事業主から提出された給与支払明細書、給与所得に対する所

得税源泉徴収簿並びに事業主の供述により、申立人は、平成 15 年７月 25

日、16 年７月 28 日、17 年７月 20 日及び同年 12 月 20 日に有限会社Ａか

ら賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、申立期間の給与支払明細書及

び給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、申立期間①は 30 万円、申立

期間②は 34 万円、申立期間③は 38 万円、申立期間④は 36 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いて、事業主は申立人から控除した保険料を納付していないことを認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3759 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 11 月１日から９年３月 27 日まで 

   株式会社Ａに勤務していた平成８年 11 月１日から９年３月 27 日まで

の標準報酬月額が９万 2,000 円になっているのはおかしい。申立期間当

時、給料が下がったことは無いので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの事業主により提出された給与支払控えから、申立人は、申

立期間において標準報酬月額 28 万円に見合う厚生年金保険料を給与から

控除されていたことが認められる。 

また、当該事業所の事業主は、「申立人は、営業関係の事務を担当して

いた従業員であり、社会保険関係の事務には関与していなかった。」と供

述している。 

さらに、当該事業所に係るオンライン記録によると、当初、申立人の申

立期間の標準報酬月額を申立人が主張する 28 万円と記録していたところ、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成９年

３月 27 日）より後の同年３月 28 日付けで、８年 11 月１日に遡及
そきゅう

して標

準報酬月額を９万 2,000 円に引き下げている。 

  これらを総合的に判断すると、平成９年３月 28 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について８年 11 月１

日にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったと

認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事

務所に当初届け出た 28 万円と訂正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3762 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間②について、事業主は、申立人の厚生年金保険の被保険者資格

取得日を昭和57年12月15日、資格喪失日を58年３月３日であると社会保険

事務所（当時）に届出を行ったことが認められることから、申立人に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、昭和 57 年 12 月から 58 年２月までの標準報酬月額については、

９万 2,000 円とすることが妥当である。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年４月から56年10月まで 

② 昭和57年12月から58年３月まで 

昭和 55 年春ころに、Ａ株式会社に自分で行って面接し、すぐに契約

となり１年半くらい働いた。当時の給料は、10 万円程度でいろいろ控

除され手元には７万円から８万円が残る程度だった。工場長から指示を

受けて、朝９時から夕方５時まで働いた。男性社員が３人、女性社員が

12 人から 13 人で、工場長は夫婦で働いていた。私が退社して３か月後

につぶれたと聞いた。 

また、実家に戻っていた時の昭和 57 年 12 月ころに、Ｂ市内にあるＣ

を扱う工場に３か月くらい勤務した。Ｄという駅で降りて会社まで通っ

た記憶がある。 

申立期間について、調査して、厚生年金保険被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、株式会社Ｅに係る事業所別被保険者名簿及びオ

ンライン記録によると、漢字氏名及び読み方が申立人の旧姓である｢Ｆ｣

と一致しており、生年月日も「昭和13年＊月＊日」と完全一致する厚生

年金保険被保険者記録（厚生年金保険手帳番号＊）が確認でき、当該被

保険者記録は、基礎年金番号に未統合となっていることが確認できる。 

また、申立期間②において株式会社Ｅに係る申立人の雇用保険の記録



                      

  

が確認できる上、同社のＢ市にある事業所所在地を地図で確認し、事業

所に近いＧの駅及び申立人が覚えていた通勤に係る供述から判断すると、

当該未統合となっている被保険者記録は、申立人の厚生年金保険被保険

者記録であると認められる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 57 年 12 月 15 日に被保

険者資格を取得した旨の届出及び 58 年３月３日に被保険者資格を喪失

した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

  なお、当該期間の標準報酬月額については、当該未統合の厚生年金保

険被保険者記録から、９万 2,000 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間①について、申立人が申立事業所の住所地であるとしたＨ地

には、申立期間①以前から現在まで、申立人が申立事業所として挙げた

Ａ株式会社は存在せず、調査の結果、申立事業所は、当時の住宅地図か

らＩ地でＪしていた「Ｋ社」であることが判明したが、Ｌ地にあるＫ社

に係る法人登記簿謄本は見当たらず、オンライン記録によると、同事業

所は、厚生年金保険の適用事業所としては見当たらない。 

また、申立期間①より前の勤務期間及び後の勤務期間における申立人

の雇用保険被保険者記録は確認できるものの、申立期間①における申立

人の雇用保険被保険者記録は見当たらず、申立期間①当時、厚生年金保

険の適用事業所となっていた全国の「Ｋ社」名の事業所に係る厚生年金

保険の被保険者名簿を確認したが、申立人の氏名は確認できなかった。 

さらに、申立期間①以前から現在まで、Ｋ社があった土地及び建物の

所有者の女性は、「自分もパートとしてＫ社に昭和 57 年から 10 年くら

い勤務した。」と供述しており、「Ｋ社は、全従業員がパートで、会社

が始まった最初から閉鎖するまで厚生年金保険には加入しておらず、給

与から保険料は控除されていなかった。」と供述している。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①を含む昭和

47 年４月から 57 年３月までの 10 年間について、国民年金保険料を納

付済みであることが確認でき、申立人は、「仕事をしながら自分で市役

所等で国民年金保険料を納めていた。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3763 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 48 年４月 14 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、同年７月 24 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められることから、申立人に係るＡ会における

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月１日から同年７月 23 日まで 

    昭和 47 年３月から 48 年７月 22 日まで勤務していたＢ所の給与明細

書を見たところ、48 年４月から同年７月までの期間については保険料

が引かれているのに、厚生年金保険被保険者期間となっていないのはお

かしい。申立期間を被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＢ所を含め、Ｃ地内のＤ所からの依頼により社会

保険の加入手続を行うため適用事業所となっていたＡ会に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に、生年月日が同一で、申立人と氏名が一字異な

る「Ｅ」の記録が発見され、当該記録は、昭和 48 年４月 14 日に厚生年金

保険被保険者の資格を取得し、同年７月 24 日に資格を喪失している上、

基礎年金番号に未統合となっている。 

また、Ａ会が保管する「厚生年金加入一覧表」には、昭和 48 年４月 14

日に資格を取得し、同年７月 24 日に資格を喪失した「Ｅ」の記録が確認

できる上、Ｆ名欄に申立人が供述するＦ名と一致する「Ｇ」の記入が確認

できる。 

   さらに、申立人が保管する昭和 48 年４月分から同年６月分までの給与

支払明細書により、標準報酬月額３万円に見合う厚生年金保険料を事業主



                      

  

により給与から控除されていたことが認められる。 

これらの事実を踏まえると、当該未統合となっている厚生年金保険被保

険者記録は、申立人に係るものであると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 48 年４月 14 日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び同年７月 24 日に被保険者資格を喪失した旨

の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、朝日会に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿における当該未統合記録から３万円とすることが妥

当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、30 万円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年１月１日から 14 年５月 21 日まで 

    株式会社Ａ在職時の厚生年金保険の標準報酬月額を年金事務所で確認

したところ、平成 10 年１月から 14 年５月 20 日に退職した時までの期

間について、実際の給料よりも低い標準報酬月額であることが保管して

いる給与明細書との比較において判明した。正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料控除額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低いほうの額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から判断すると、申立期間のうち、平成 10 年１月

から 12 年５月までの期間及び同年７月から 14 年４月までの期間を 30 万

円に訂正することが必要である。 

一方、オンライン記録では、申立人は、平成 10 年１月１日付け（処理

日は同年２月９日。）の随時改定(以下「当該随時改定」という。)におい

て、標準報酬月額が 30 万円から 18 万円に減額されているが、12 年６月

については、給与明細書を保管していないため、保険料控除額が確認でき

ない。 



                      

  

しかしながら、申立人と同じく当該随時改定により、標準報酬月額が

38 万円から 24 万円に減額されている同僚から提出された給与明細書の保

険料控除額は、平成 10 年２月から 15 年１月までの期間において当該随時

改定の標準報酬月額（24 万円）に相当する保険料よりも高額な保険料が

控除されていることが確認できる。 

また、当該随時改定により、標準報酬月額が 36 万円から 22 万円に減額

され、その後平成 12 年 10 月から 24 万円に改定されている同僚から提出

された給与明細書の保険料控除額は、10 年２月から 15 年１月までの期間

において当該随時改定(22 万円)及び 12 年 10 月から適用した算定におけ

る標準報酬月額（24 万円）に相当する保険料よりも高額な保険料が控除

されていることが確認できる。 

以上の同僚における厚生年金保険料の控除の状況及び申立人の申立期間

内において給与明細書で確認できる保険料控除額がすべて当該随時改定前

の標準報酬月額（30 万円）に相当する保険料控除額と同額であることか

ら、申立人の平成 12 年６月の厚生年金保険料は、当該随時改定前の標準

報酬月額（30 万円）に見合う保険料が控除されていたと推認される。 

したがって、申立期間のうち平成 12 年６月の標準報酬月額については、

30 万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主に照会したが回答が得られないことから不明であるが、給与明細書

において確認できる保険料控除額及び同僚の厚生年金保険の記録から推認

した保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所(当時)で記録さ

れている標準報酬月額が、平成 10 年１月から 14 年４月までの期間につい

て一致していないことから、事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額

を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報酬月

額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年 10 月１日から同年 12 月 25 日ま

での期間について厚生年金保険被保険者であったことが認められることか

ら、申立人のＡ社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支店における資格取得日に係

る記録を同年 10 月１日、資格喪失日に係る記録を同年 12 月 25 日とし、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 80 円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年 12 月 25 日から 23 年５月

20 日までの厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を 23 年５月 20 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

20 年 12 月から 21 年３月までは 100 円、同年４月から同年８月までは 270

円、同年９月及び同年 10 月は 300 円、同年 11 月から 22 年５月までは

570 円、同年６月から 23 年４月までは 600 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付したか否

かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月１日から 23 年５月 20 日まで 

 社会保険庁（当時）の記録では、申立期間の厚生年金保険被保険者期

間の記録が無いが、昭和 13 年４月にＡ社の前身であるＤ社に入社し、

17 年に兵役はしたが、復員後である 20 年 10 月からはＡ社Ｃ支店に配

属された。 

申立期間について、第三者委員会で調査の上、当該記録を訂正してほ

しい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    株式会社Ｂから提出のあった申立人に係る人事記録により、申立人が

申立期間において当時のＡ社Ｃ支店に勤務していたことが認められる。 

また、当該人事記録及びＥ自治体Ｆ部が発した「軍歴確認書」に記載さ



                      

  

れた申立人の軍歴によると、申立人は、昭和 17 年１月 10 日に現役兵とし

てＧ隊に入隊し、20 年 12 月 25 日に復員したことが確認できる。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険加入記録は確認することができない。 

しかしながら、申立期間のうち、Ｈ軍に召集されていた期間である昭和

20 年 10 月１日から同年 12 月 25 日までの期間については、当時の厚生年

金保険法第 59 条の２により、被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期

間は、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保

険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、仮に被保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保

険法第 75 条の規定による時効によって消滅した保険料に係る期間であっ

ても、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とすべきであるものと考え

られる。 

以上のことから、申立期間のうち、昭和 20 年 10 月１日から同年 12 月

25 日までの期間については、申立人は、厚生年金保険の被保険者であっ

たとすることが妥当である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険

被保険者台帳の記録から、80 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 20 年 12 月 25 日から 23 年５月 20 日まで

の期間については、前述の人事記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継

続して勤務し（23 年５月 20 日に、同社Ｃ支店から同社Ｉ支店に異動）、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたも

のと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と生年月日が近い同

僚二人（大正 10 年＊月＊日及び同年＊月＊日生まれ）の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿から、昭和 20 年 12 月から 21 年３月までは 100 円、

同年４月から同年８月までは 270 円、同年９月及び同年 10 月は 300 円、

同年 11 月から 22 年５月までは 570 円、同年６月から 23 年４月までは

600 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付したか否かについては、事業

主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3771 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、平成４年１月 16 日である

と認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、38 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月 31 日から４年１月 16 日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、平成３年８月から４年１月までの期

間における私の厚生年金保険の記録が無い。３年７月分から４年１月分

までの給料明細書も提出するので、当該期間について厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険の記録及び申立人が所持していた給料明細書により、申立人が

平成４年１月 15 日までＡ株式会社に勤務していたことが認められるとと

もに、当該給料明細書において３年８月から同年 12 月までの厚生年金保

険料が事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

一方、オンライン記録において、Ａ株式会社は、平成３年８月 31 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているが、同日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している者のうち、申立人を含む事

業主以下 20 人の記録において、同日以降の４年１月 24 日に３年 10 月の

定時決定が取り消されるとともに、４年１月 24 日及び同年１月 27 日に、

３年８月 31 日までさかのぼって資格喪失日とする処理が行われているこ

とが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立

人が平成３年８月 31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無

く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申



                      

  

立人の資格喪失日は、雇用保険の記録における離職日の翌日の４年１月

16 日であると認められる。 

また、平成３年８月から同年 12 月までの標準報酬月額については、同

年７月のオンライン記録から 38 万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日

に係る記録を昭和 47 年 10 月１日に訂正し、申立期間における標準報酬月

額に係る記録を４万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    Ａ社のＢ支店に、昭和 47 年９月 30 日まで勤務（仕事内容：Ｃ）して

いたので、厚生年金保険の資格喪失日は同年 10 月１日になるはずだ。

申立期間（47 年９月）を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管していた昭和 47 年分退職所得の源泉徴収票、Ｄ基金から

の回答及び雇用保険の記録により、申立人が 47 年９月 30 日までＡ社に継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 47 年８月の健康保険

厚生年金保険被保険者原票から、４万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主が提出した申立人に係る資格喪失確認

通知書によれば、申立人の資格喪失日は昭和 47 年９月 30 日となっている

ことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所（当時）は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における資格取得日は昭和 26 年１月８日、資格喪

失日は 28 年４月１日であると認められることから、申立人の申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、8,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 15 年１月１日から 20 年１月１日まで 

             ② 昭和 21 年２月１日から同年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 25 年 11 月 10 日から 28 年８月１日まで 

    私は、昭和 15 年１月にＢ社（現在は、Ａ株式会社）に就職し、19 年

末まで勤務した。その後、兵役に就き、終戦後、Ｂ社に 21 年１月から

28 年８月まで継続して勤務した。勤務期間のうち、一部期間が厚生年

金保険の被保険者期間となっていない。申立期間の年金記録を調査し、

回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人と同姓同名で生年月日が同じである者が、同社

が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 26 年１月８日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得し、28 年４月１日に資格を喪失した旨記載さ

れていることが確認できる。 

一方、Ａ株式会社の前身であるＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、申立人が昭和 21 年 12 月１日に同社において被保険者

資格を取得しており、その厚生年金保険手帳記号番号は「＊」であるこ

とが確認できるが、この手帳記号番号及び姓名が上記の記録と同一であ

る上、当該記録は、基礎年金番号に統合されていないことを踏まえると、

当該未統合となっている被保険者記録は申立人本人の記録であると認め

られる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 26 年１月８日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び 28 年４月１日に被保険者資格を喪失し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿における当該未統合記録から、

8,000 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間③のうち、昭和 25 年 11 月 10 日から 26 年１月７日ま

での期間について、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所となったの

は 26 年１月８日と確認できる上、28 年４月１日から同年８月１日まで

の期間については、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、申立人が同年４月１日で資格を喪失していることが確認できる。 

このほか、当該期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。これらの事実及びこれまで収

集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保

険者として申立期間③のうち、昭和 25 年 11 月 10 日から 26 年１月７日

までの期間及び 28 年４月１日から同年８月１日までの期間に係る厚生

年金保険料を事業主から控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間①及び②について、昭和 15 年１月１日から 17 年５月 31 日

までの期間については、厚生年金保険法の前身である「労働者年金保険

法」（17 年６月施行）に基づき、労働者年金保険制度が発足する以前

の期間である。  

また、昭和 17 年６月１日から 19 年９月 30 日までの期間については、

労働者年金保険法の適用期間であるものの、同法では、肉体労働者の男

子工員のみが労働者年金保険の被保険者となるとされているところ、申

立人の供述により、当該事業所において、申立人はＣであったと認めら

れることから、労働者年金保険の適用を受ける対象ではなかったと推認

できる。 

さらに、当時の事業主は死亡している上、同僚からも、申立人が申立

期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを裏付ける供述を得ることはできなかった。 

加えて、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料

は無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案3778 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資

格取得日に係る記録を昭和 24 年４月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 明治 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24 年４月 20 日から 25 年７月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に昭和 15 年６月から 48 年４月１日まで継続して勤

務し厚生年金保険被保険者資格を一度も喪失したことはなく、当該期間

も給与から厚生年金保険料が天引きされていた。同社本社Ｃ部から同社

Ｂ支店Ｄ所に異動した際の厚生年金保険被保険者期間の記録が無いのは

おかしい。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の次男が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された人事記録から判断すると、申立人は、同社に

継続して勤務し（昭和 24 年４月 20 日にＡ株式会社本社から同社Ｂ支店に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ支店

における昭和 25 年７月のオンライン記録から、8,000 円とすることが妥

当である。 

一方、Ａ株式会社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

れば、同事業所は、昭和 24 年５月１日に適用事業所となっているが、そ

れ以前は申立期間の一部を含めて適用事業所としての記録が無い。しかし、

当該事業所は、法人であり、新規適用時の被保険者数も 28 人が確認でき

る上、同僚の供述から申立期間当時の従業員数も５人以上であったことが



                      

  

推認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を

満たしていたものと判断される。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明と

しているが、事業主は、申立期間のうち昭和 24 年４月 20 日から同年５月

１日までの期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所（当

時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主から

社会保険事務所に対し申立人の同年４月 20 日を資格取得日とする届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とな

らない記録とされているが、申立人は、両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 25 日 

② 平成 17 年６月 24 日 

株式会社Ａから平成 15 年６月 25 日及び 17 年６月 24 日に一時金（賞

与）を支給され、当該一時金から厚生年金保険料を控除されているにも

かかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されて

いないため、申立期間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 15 年６月 25 日及び 17 年６月 24 日に支給され

た賞与に係る支給明細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当



                      

  

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、各申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の各申立期間の標準賞与額に係る記録を

150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 25 日 

② 平成 17 年６月 24 日 

③ 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 15 年６月 25 日、17 年６月 24 日及び 19 年６月

25 日に一時金（賞与）を支給され、当該一時金から厚生年金保険料を

控除されているにもかかわらず、各申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が反映されていないため、各申立期間の標準賞与額について認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 15 年６月 25 日、17 年６月 24 日及び 19 年６

月 25 日に支給された賞与に係る支給明細書から、申立人は、各申立期間

について 150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当



                      

  

時）は、申立人に係る各申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、各申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の各申立期間の標準賞与額に係る記録を

150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 25 日 

② 平成 17 年６月 24 日 

③ 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 15 年６月 25 日、17 年６月 24 日及び 19 年６月

25 日に一時金（賞与）を支給され、当該一時金から厚生年金保険料を

控除されているにもかかわらず、各申立期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が反映されていないため、各申立期間の標準賞与額について認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 15 年６月 25 日、17 年６月 24 日及び 19 年６

月 25 日に支給された賞与に係る支給明細書から、申立人は、各申立期間

について 150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当



                      

  

時）は、申立人に係る各申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3784 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 15 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 15 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3785 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とな

らない記録とされているが、申立人は、両申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 24 日 

② 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 17 年６月 24 日及び 19 年６月 25 日に一時金（賞

与）を支給され、当該一時金から厚生年金保険料を控除されているにも

かかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されて

いないため、申立期間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 17 年６月 24 日及び 19 年６月 25 日に支給され

た賞与に係る支給明細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当



                      

  

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 15 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 15 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3787 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 19 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 19 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3788 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 19 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 19 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3789 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 19 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 19 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 19 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 19 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当



                      

  

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3791 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年６月 25 日 

株式会社Ａから平成 19 年６月 25 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、申立期

間の標準賞与額について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける平成 19 年６月 25 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、申立期間について 150 万円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の控えの記録から、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月１日に、

事業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3793 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社に係る申立期間における厚生年金保険被保険者資格

取得日は昭和 43 年４月 18 日、資格喪失日は 45 年４月 29 日であると認め

られることから、当該期間の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 43 年４月から同年９

月までは４万 8,000 円、同年 10 月から 44 年９月までは３万 9,000 円、同

年 10 月から 45 年３月までは４万 2,000 円とすることが妥当である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 43 年４月から 45 年４月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

昭和 43 年４月から 45 年４月までの２年間、Ｂ町のＣ近くにあったＡ株

式会社に、Ｄとして勤務していたにもかかわらず、同社における被保険

者期間は無いとの回答をもらった。しかし、当時、同社はＥしていた大

きな会社であり、厚生年金保険に加入していたのは間違いないので、申

立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿には、申立人と氏名 及び生年

月日が同一であるほか、資格取得日及び資格喪失日がそれぞれ昭和 43 年

４月 18 日、45 年４月 29 日となっている厚生年金保険被保険者の記録が

確認できる。 

   また、申立人が供述しているＡ株式会社の所在地及び同僚の氏名につい

ても、同名簿の記録と一致していることから、申立期間における同社での

勤務実態が推認できる上、当該被保険者記録は、申立期間とほぼ一致して

おり、65 歳に到達しているにもかかわらず、基礎年金番号に統合されて

いないことを踏まえると、当該未統合となっている厚生年金保険被保険者

記録は、申立人の被保険者記録であると認められる。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 43 年４月 18 日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び 45 年４月 29 日に被保険者資格を喪失した旨

の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所に係る事業所別

被保険者名簿における当該未統合記録から、昭和 43 年４月から同年９月

までは４万 8,000 円、同年 10 月から 44 年９月までは３万 9,000 円、同年

10 月から 45 年３月までは４万 2,000 円とすることが妥当である。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものとも免除されていたものとも認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 63 年４月から平成３年３月まで 

Ａ市役所から、20 歳になったので国民年金に加入するよう通知が届

いたため、国民年金の加入手続をしたはずである。その後は国民年金保

険料を納付していたか、免除申請の手続をしたはずである。申立期間が

未加入期間とされていることに、また、免除期間とされていないことに

納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市から、20 歳になったので国民年金に加入するよう通知

が届いたため国民年金の加入手続をしたはずであり、その後は国民年金保

険料を納付していたか、免除申請の手続をしたはずであるとしているが、

申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は、

平成３年６月ころとなっており、その時点では、申立期間は時効により納

付できない期間及びさかのぼって納付する期間となるが、申立人は、申立

期間中は大学生であり任意加入期間であるため、制度上さかのぼって納付

することはできない期間である。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間について、申立期間は学生のため、任意加入期間であ

り、免除申請は制度上できない期間である上、免除の承認を受けたこと及

び免除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認

を受けたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものとも免

除されていたものとも認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年６月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 51 年６月から 54 年３月まで 

申立期間については、私が 20 歳の時に、実家の母が私の国民年金へ

の加入手続をして国民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保

険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳の時に、その母親が申立人の国民年金への加

入手続をして国民年金保険料を納付したはずであるとしているが、申立人

の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は昭和 54

年９月ころであり、その時点では、申立期間のうち 51 年＊月から 52 年６

月までは時効により納付できず、52 年７月から 54 年３月まではさかのぼ

って納付する期間となるが、国民年金保険料を納付したとする母からさか

のぼって納付したなどの具体的な申述はみられないことから、納付状況が

不明である。 

また、申立人は、申立期間中住所の移動が無く、別の国民年金手帳記号

番号が払い出された形跡も見られない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年３月から同年８月までの期間、46 年３月から 49 年

３月までの期間及び 54 年７月から 55 年 12 月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年３月から同年８月まで 

             ② 昭和 46 年３月から 49 年３月まで 

             ③ 昭和 54 年７月から 55 年 12 月まで 

    申立期間①、②及び③の国民年金保険料は、私が渡した金銭からその

母親が納付した。申立期間の保険料が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、申立人が渡した金銭から母親が納付

したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された

のは昭和 50 年２月であり、その時点では、申立期間①は時効により納

付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

た形跡も見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された

昭和 50 年２月の時点では、申立期間②のうち、46 年３月から 47 年 12

月までの期間は時効により納付できず、48 年１月から 49 年３月までの

期間はさかのぼって納付することが必要な期間となるが、申立人から申

立期間②の保険料をその母親がさかのぼって納付したなどの具体的な申

述はみられないことから、申立期間②の保険料の納付状況が不明である。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、申立人が渡した金銭からその母親が

納付したと主張しているが、その母親は、昭和 54 年１月に他界してお



 

  

り、申立期間③の保険料を納付することはできない。 

 

４  申立期間①、②及び③を通じて、申立期間の保険料を納付したとする

申立人の母親は既に他界しており証言が得られない上、申立人自身は保

険料の納付に関与していないことから、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 

        ５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年３月から 41 年 10 月までの期間及び 43 年５月から

44 年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年３月から 41 年 10 月まで 

             ② 昭和 43 年５月から 44 年５月まで 

申立期間当時、私はＡとしてＢに住み込みで働いていたため、国民年

金保険料は母親が納付していたものと思う。また、年金手帳の私の氏名

が間違っている。申立期間①及び②の保険料が未納となっていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の記憶に無い古い国民年金手帳を見付けたことを根拠

に、申立人の母親が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したとして

いるが、その年金手帳は資格取得日等の記載から昭和 45 年 10 月ごろに交

付されたものであると推測され、申立期間①及び②当時のものではない上、

申立人の母親は既に他界しており証言を得ることができず、申立人は、申

立期間に係る国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人の母親から

話も聞かされていないため、申立期間に係る国民年金保険料の納付状況等

が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 45 年 10 月ころに払い出さ

れており、その時点では申立期間①並びに申立期間②のうち 43 年５月及

び同年６月の保険料は時効により納付できない上、国民年金被保険者資格

の取得日が 45 年９月 25 日であることから、申立期間①及び②は未加入期

間であり、制度上保険料を納付できない。 

さらに、申立人に、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年７月から 49 年３月までの期間及び 50 年４月から 57

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年７月から 49 年３月まで 

② 昭和 50 年４月から 57 年 12 月まで 

昭和 47 年７月ころ、自分で国民年金の加入手続を行い、以後、自分

で納付書に現金を添えて納付したと思うので、未納とされていることに

納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自分で納付書に現金を添えて納付したと思うとしているとこ

ろ、納付時期、納付場所及び納付保険料額について具体的に覚えていない

としているなど、申立期間の保険料納付をうかがわせる事情が得られない。 

また、申立人は、昭和 47 年７月ころ、自分で国民年金の加入手続を行

ったとしているところ、申立人が現在所持している年金手帳には、58 年

１月 14 日に、申立人が初めて国民年金の任意加入被保険者となった旨の

記載があり、国民年金手帳記号番号払出簿では、申立人の記号番号が 58

年２月 25 日に払い出されていることが記載されている上、日本年金機構

Ａ事務センターでも、「国民年金手帳記号番号払出簿検索システムでは、

申立人が 58 年１月前に別の記号番号を所持していた記録は見当たらな

い。」としており、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付の事実をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、

追納していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年４月から９年３月まで  

平成５年 11 月から９年３月までは国民年金保険料の申請免除期間で

あったが、そのうち申立期間の国民年金保険料は、15 年又は 16 年に追

納したと思うので、追納の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を、平成 15 年又は 16 年に追納し

たと思うとしているところ、15 年及び 16 年の時点で、申立期間より前の

５年 11 月から８年３月までの期間も申請免除期間であり、国民年金法に

よれば、申請免除期間の一部につき追納をするときは、先に経過した月の

分の保険料から順次に行うものとされていることから、当該期間の一部期

間は時効により納付できなかった可能性はあるものの、納付可能な期間が

含まれているにもかかわらず、申立期間より前の申請免除期間の保険料を

追納せず、申立期間の国民年金保険料を追納したことになる。 

また、申立人は、追納保険料の納付場所等について具体的な記憶が無く、

申立人が追納保険料の一部を負担してもらった記憶があるとする申立人の

母も、追納保険料の負担について具体的な記憶は無い旨供述している。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を追納していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を追

納していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人は、平成 16 年５月 11 日付けでＡ社会保険事務所（当時）

から送付された国民年金追納勧奨状に、６年６月から８年３月までの申請

免除期間が記載されているものの、申立期間（平成８年度）については記



 

  

載が無いため、８年度分の保険料は追納済みだと思うとしているが、Ａ年

金事務所では、同追納勧奨状に８年度の保険料免除期間が記載されていな

い理由は不明であるが、一般的に当時の国民年金追納勧奨状には、本人の

免除期間のうち時効が近いものしか記載せず、本人の免除期間すべてを記

載するものではなかったとしている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を追納していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3447 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から平成元年３月まで 

大学を卒業してすぐの昭和 61 年４月ころ、Ａ区役所のＢ出張所で国

民健康保険の加入手続と一緒に国民年金の加入手続をした。保険料は前

納すれば割引になることを知っていたので、一括で納めている。保険料

額は１か月が 7,000 円だったと覚えているが、一括納付の保険料額は覚

えていない。 

        申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年４月ころ国民年金の加入手続を国民健康保険の加

入手続と一緒に行ったとしているが、Ａ区の記録により申立人の国民健康

保険被保険者資格取得日は 62 年２月１日であることが確認でき、申立人

の主張と符合しない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は平成元年４月に払い出されたと

推認でき、この時点からすると申立期間の一部は時効により納付できず、

申立人は、過年度納付可能な期間についても過年度納付の記憶は無いとし

ている上、申立人は、現在所持している年金手帳以外に交付された手帳も

無いとしており、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3448 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 56 年３月まで 

    ねんきん特別便で昭和 55 年度の１年間が国民年金の加入期間でない

ことが分かった。その年の 12 月にＡ市からＢ市に引っ越しをしたが、

年金を辞めた記憶も無いし、年金を辞めなくてはならない理由も無い。

任意加入したからには保険料は必ず納付している。未納とされていれ

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料納付について、従前と同様に納付

しているのだから特別な記憶は無いのが当たり前であるとするのみで、Ａ

市からＢ市への転居に伴い必要な国民年金の住所変更手続や当時の保険料

納付方法についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の所持する２冊の年金手帳及び特殊台帳に「55年４月１日 

資格喪失」、「56年４月１日 資格取得」との記載があり、この記載内容

に不自然さは見られず、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料を

納付できない期間である。 

さらに、申立人が、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3449 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 58 年３月まで 

    ねんきん特別便で学生時代の国民年金の記録が記載されていないこと

が分かった。申立期間の２年間は学生で、Ａ区で両親と同居していた。

当時母親から私も 20 歳になったので国民年金に加入しなくてはならな

いと何度か聞いた記憶がある。両親は父も６年前に他界し、母は施設

での生活を余儀なくされており、当時の状況を聞くこともできず、私

も加入手続や保険料の納付に立ち会ったことはないが、母が保険料を

納付していてくれたことは間違いないと思う。申立期間が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入手続をし保険料を納付したとするその母は病床

にあり、事情を聞くことができないため、国民年金の加入手続及び保険料

納付の状況は不明である。 

また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立

期間は未加入期間であり、国民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人の母が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が

納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3450 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年８月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年８月から同年 10 月まで 

    私は、平成２年７月 31 日に会社を辞めて就職活動している間に歯の

治療を考えＡ市役所で国民健康保険の加入手続をした際、国民年金に加

入しないと国民健康保険に加入できないと言われ、国民年金に加入し、

国民年金保険料を納付した記憶がある。今般、国民年金の加入記録が無

いことが判明し、市役所で領収証書の控えの交付を依頼したところ、保

管期限経過により処分したとの回答を得たが、国民年金の加入記録が無

いことに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成２年７月 31 日に会社を辞めた後に国民健康保険の加入

手続に行った際、国民年金の加入が条件だったので、国民年金に加入し国

民年金保険料を納付したと主張しているが、Ａ市では、国民健康保険の加

入に国民年金の加入条件ということはないとしている上、申立人が、申立

期間当時、国民年金に加入していた可能性について、国民年金手帳記号番

号払出検索システム及び氏名検索などにより調査を行ったが、申立人が加

入手続を行った形跡はうかがわれず、申立人もＡ市内から移動していない

ため、国民年金の加入手続をした事情が見当たらず、申立期間は未加入期

間であるため、保険料は納付できない。 

   また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を３か月間で２万円以内

としているが、実際の申立期間３か月間の保険料は２万 5,200 円であり、



 

  

申立人の主張する金額と差がある。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3451 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 11 月から 44 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年 11 月から 44 年５月まで 

私は、入院のため会社を辞めた昭和 42 年 11 月ころＡ市役所にバスに

乗って行き国民年金の加入手続をして月額 200 円か 300 円の保険料を現

金で納付した。その後は結婚までの自宅療養中は３か月ごとに市役所ま

で歩いて行き保険料を納付した。年金手帳の四角いマスにスタンプを押

されたのを覚えている。結婚して任意加入となるので 44 年６月にＢ市

に転居するときに資格喪失手続をした。60 歳になりＣ社会保険事務所

（当時）で年金額を計算したときにＡ市での国民年金加入記録が無いと

言われた。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 42 年 11 月ころＡ市役所で国民年金の加入手続をして年

金手帳を交付されたとしているが、その年金手帳について 51 年９月にＤ

市(現在は、Ｅ市)で手続したときに窓口で回収されたとしていたのを、回

収されたときの状況を詳しく聞かれる中でＡ市に預けていたかもしれない

と申述を変更した上、Ａ市では納付組織による保険料収納を除き年金手帳

を預かることはなかったとしており、申立人の国民年金加入手続に関する

記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年９月４日に払い出

されており、その時点では申立期間は時効により国民年金保険料を納付で

きず、別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付さ



 

  

れたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3452（事案 1594 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から６年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から６年３月まで 

申立期間については、大学生でＡ市に居住していたが、実家があるＢ

市で母親が国民年金保険料の免除申請を行った。母親は書類を市役所に

提出し、確かに受理されたので、申立期間が未納となっているのは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについて、申立人は、その母親がＢ市役所に出向

き申立人の国民年金保険料の免除申請を行い、提出した書類は市役所で受

理されたとしているが、申立人は平成元年４月から６年３月までＡ市に住

所があることや申立人及び申立人の母親もＡ市で免除申請を行ったことは

無いとしていることなどから、既に当委員会の決定に基づく 21 年２月 23

日付け年金記録の訂正は必要でないとする旨の通知が行われている。 

   当委員会は、申立人が主張している申立期間における国民年金の免除申

請手続状況など、届出をしたとする申立人の母親から改めて聴取したが、

「毎年申請した記憶は無い」との新たな証言を得た以外、前回の調査内容

以上の資料や情報は確認できなかった。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されたことを裏付ける

関連資料も無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を免除されたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらず、当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらなかった。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3453 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年５月から 61 年３月まで  

勤めていた会社を昭和 56 年４月に退職し、半年間ほど失業保険を受

給していた。56 年 10 月からＡ社に所属し、ＢのＣとして仕事をしてい

たが、そのＣ対象の研修会で国民年金に加入するよう説明を受けたので

加入手続をし、保険料を納付した。申立期間が未加入となっていること

に納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社のＣとなった時、Ｃ対象の研修会で国民年金に加入する

よう説明を受けたので国民年金の加入手続をし、保険料を納付したはずで

あるとしているが、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付場所、

納付金額などに関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年 10 月 14 日に払い

出されており、その時点では、申立期間のうち 56 年５月から 59 年８月ま

での期間は時効により納付できず、同年９月から 61 年３月までの期間は、

さかのぼって納付する期間となるが、申立人にさかのぼって納付した記憶

は無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれな

い。 

さらに、申立人の所持する国民年金手帳には、申立期間直後の昭和 61

年４月に初めて国民年金の被保険者になった旨の記録がある。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3455 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月から 61 年３月まで 

    昭和 45 年６月に結婚し、いつごろからか分からないが夫の扶養家族

になり健康保険に加入していた。子どもの出産や病気で健康保険に加入

していたのは確かであるので、夫が国民年金の加入手続を行い、保険料

を納付していたはずだ。保険料が未納であれば、健康保険の継続はでき

なかったと思われる。申立期間の保険料が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年６月に結婚した以後は、その夫が申立人を扶養家

族として健康保険に加入していたので、その夫が申立人の国民年金の加入

手続を行い、保険料を納付していたはずであると申し立てているが、国民

年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の夫は、別居してい

るため事情を聴くことはできず、申立人自身は国民年金の加入手続及び保

険料納付に関与していないため、加入状況、納付状況等が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険被保険者証の記号番号とし

て付番されていた番号であり、申立人は、平成９年５月ころに初めて国民

年金に加入していることから、申立期間は未加入期間であり、制度上国民

年金保険料を納付することはできず、これ以前に国民年金手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3456 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年８月から 10 年４月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月から 10 年４月まで 

    申立期間については、会社を退職後Ａ町役場で免除申請をしている。

年金記録回答票により免除申請済みの旨を記載し返送したが、免除の確

認ができないとの知らせが届いた。免除されているはずであるので、申

立期間の保険料が免除されていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職後、住居地のＡ町役場で国民年金の加入手続を行っ

た際に保険料の免除申請手続も併せて行ったと申し立てているが、オンラ

イン記録では、申立期間は平成 10 年５月 25 日の国民年金被保険者資格の

得喪記録の追加により生じた未納期間であり、それまで申立期間は未加入

期間であったことから、制度上免除申請をすることはできない期間である。 

また、Ａ町役場の国民年金の電算データでは、申立期間以降、申立人が

平成 10 年３月 18 日に国民年金の被保険者資格の取得を行い同年５月 29

日に資格喪失手続を行っていることが確認できることから、当該資格取得

時点では制度上さかのぼって申立期間の免除申請をすることはできなかっ

た。 

さらに、申立人から事情を聴取できない状況にあるため、国民年金の加

入状況、保険料の免除状況等が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3459 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年３月から 59 年３月までの期間、同年７月から同年９

月までの期間及び 63 年１月から平成元年５月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 55 年３月から 59 年３月まで 

②  昭和 59 年７月から同年９月まで 

③ 昭和 63 年１月から平成元年５月まで 

    私の国民年金については、学生時代に父が加入手続をし、保険料も父

がまとめて納付した。私の家は明治時代から商売をしており、保険料は

納期内に必ず納めることが、わが家の家訓めいたものになっている。申

立期間の保険料が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、学生時代にその父が国民年金の加入手続をし、保険料もその

父がまとめて納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号が平

成８年 11 月ころに払い出されていることが確認できることから、その時

点からすると、申立期間①、②及び③の保険料は時効により納付不可能な

期間である上、申立人に別の記号番号が払い出された形跡もうかがわれな

い。 

また、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関

与しておらず、国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてくれたとする

その父も、加入手続及び申立期間の保険料納付についての記憶が曖昧
あいまい

であ

り、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3734 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日   ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： 昭和 32 年３月 28 日から 33 年５月９日まで 

    ねんきん特別便によると、昭和 32 年３月 28 日にＡ社（現在は、Ｂ

社）における厚生年金保険被保険者の資格を喪失しているが、33 年５

月８日まで勤務しており、被保険者期間が 14 か月空白となっている。

同社を一緒に退職した同僚Ｃの同社における資格喪失日が同年５月９日

となっており、同氏と同じ喪失日であるはずなので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の先代事業主が死亡したことを記憶していること、Ｄ温

泉に行った社員旅行の写真を所持していること、同僚Ｃと一緒に同社を退

職したとすること、及び先代事業主の長女が結婚したことを記憶している

ことを理由として、申立期間において当該事業所に勤務していたと申し立

てている。 

しかしながら、先代事業主の死亡日について、当該事業所の事業主及び

同僚の一人は、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 32

年３月１日以前の「31 年＊月＊日」と供述しており、申立人が所持するＤ

温泉に行った社員旅行の写真の撮影日について、当該同僚が「自身が所持

するＤ温泉の社員旅行の写真に先代事業主が写っていることから先代事業

主の死亡日以前。」としている。 

また、申立人が同僚Ｃと一緒に退職したか否かについて、同僚Ｃを含む

回答があった同僚５人はいずれも「不明」としている上、同僚の一人が

「同僚Ｃは、申立人より長く勤務していたと思う。」と供述している。 



  

さらに、申立人が先代事業主の長女が結婚したことを記憶していること

について、先代事業主の次女が、当該長女が結婚した日を「昭和 32 年 10

月＊日」と供述しているものの、当該長女は、自身が結婚した日まで申立

人が勤務していたか否かについて「不明」としている上、同僚Ｃが「Ａ社

を退職後も申立人と付き合いがあった。」と供述していることを踏まえる

と、当該出来事を記憶していることをもって申立人の申立期間における勤

務実態を推認することはできない。 

加えて、同僚の一人が「昭和 32 年４月 11 日にＥ地へ日帰りで花見に行

った際の写真に、同僚Ｃは集合写真を含め３枚に写っているが、申立人が

写っている写真は１枚も無い。」と供述している。 

その上、当該事業所は、当時の資料を保管しておらず、申立人の勤務状

況について確認できない上、申立期間に同社において被保険者記録を有す

る同僚７人に照会したところ、５人から回答があったものの、申立人が申

立期間において同社に勤務していたか否かについて、いずれも「不明」と

しており、申立人の申立期間の勤務に係る供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 51 年９月 16 日から 52 年８月１日まで 

             ② 平成４年 10 月１日から７年３月 16 日まで 

    社会保険事務所（当時）に相談したところ、申立期間の標準報酬月額

が低額であることに気づいた。株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）にＣ

として入社した時の厚生年金保険被保険者資格取得時の標準報酬月額

（11 万円）及び関連会社（Ｄ社）に出向していた時の標準報酬月額が、

同じ業務なのに、平成４年 10 月から転勤する７年３月までについて従

前(44 万円)より低額となっているので、調査し、訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、株式会社Ｂの事業主へ照会したところ、人事（労務、

厚生）担当部長は、申立期間に伴う厚生年金基金加入員台帳及び個人別賃

金台帳兼源泉徴収簿（写し）を添付し、｢申立期間を含む全被保険者期間

の標準報酬月額は、基金分を含めて社会保険事務所の記録と同様であ

る。｣と回答している。 

   また、株式会社Ａの記録を保有しているＥ組合（旧Ｆ組合）は、「平成

元年８月の月額変更届より以前の記録は保存していないが、申立期間を含

む３年８月１日から７年３月 16 日転勤までの標準報酬月額は社会保険事

務所と同様である。」と回答している。 

   さらに、株式会社Ａにおいて申立人と同期入社した男子被保険者（生年

月日が昭和 19 年から 28 年まで）８人の資格取得時における標準報酬月額

の平均は 11 万 8,000 円となっており、申立人の申立期間①における標準

報酬月額とほぼ同額であることが確認できる。 



  

   加えて、事業主から送付された個人別賃金台帳兼源泉徴収簿（写し）を

確認したところ、申立期間②の標準報酬月額が、平成４年９月以前よりも

低額である原因は、４年５月から「本給等」は昇給しているものの、管理

職等になり、時間外手当の支給額が無くなったことであると確認できる。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3737 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年８月 21 日から 40 年 10 月１日まで 

    私は、Ａ組合に就職し、事業所が名称をＢ組合に変更後も勤務し、結

婚のために昭和 40 年９月末に退職した。社会保険庁（当時）の記録で

は、この被保険者期間は同年 10 月 12 日に脱退手当金を受けていること

になっているが、私は脱退手当金を請求しておらず受給もしていないの

で記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿か

ら、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 40 年 10 月１日

に前後する 35 年 11 月から 45 年５月までに厚生年金保険被保険者資格を

喪失し、脱退手当金の受給権のある者は申立人を含めて 25 人で、脱退手

当金を受給した記録のある者は７人おり、その全員が資格喪失日から６か

月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、支給記録のある同僚一

人が「総務担当者が脱退手当金の代理請求をした。」と供述していること

から、当時は希望者に対して事業主による代理請求がなされていたものと

考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票「Ａ組合（Ｃ）」と

「Ｂ組合（Ｄ）」の二つには、脱退手当金を支給したことを示す「脱」の

表示があるとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から 12 日後の昭和

40 年 10 月 12 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手



  

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3738 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年３月６日から 37 年４月 10 日まで 

    私は昭和 35 年３月にＡ株式会社が経営するＢ施設に就職し、37 年４

月に退職した。社会保険庁（当時）の記録では、この被保険者期間は

37 年７月 25 日に脱退手当金を受けていることになっているが、私は退

職後の住所を会社に知らせておらず、当時は脱退手当金の制度も知らな

かったのだから脱退手当金を請求しておらず受給もしていないので、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に勤務していた事業所の脱退手当金に係る届出記録には、脱退

手当金受給者と思われる者の氏名、健康保険番号、所属及び退職年月日等

が記載されており、当該届出記録には、申立人に係る記載が認められると

ともに、申立人の前後 10 人について確認した結果、オンライン記録にお

いても脱退手当金の支給記録が認められる上、昭和 32 年５月 25 日付けで

社会保険事務所（当時）と当該事業所担当者との間で脱退手当金の支給方

法等についての連絡メモが残されていることを踏まえると、当時、当該事

業所において希望者に対して代理請求がなされ、支給決定通知は社会保険

事務所から本人に出され、支払済みについて社会保険事務所から事業所に

通知があったものと推認できる。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退

手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約３か月後の昭和 37 年７月 25 日に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 



  

さらに、申立人は、退職後の住所を会社に知らせておらず、脱退手当金

の制度も知らなかったとしているなど、申立人から聴取しても受給した記

憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3740 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年４月１日から同年９月１日まで  

            ② 昭和 20 年９月１日から 21 年 11 月１日まで 

             ③ 昭和 22 年８月１日から 25 年 12 月 31 日まで  

             ④ 昭和 44 年１月１日から同年５月 12 日まで 

    申立期間①にはＡ社に、申立期間②及び③にはＢ株式会社に、申立期

間④にはＣ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、商業登記簿に「Ａ社」名の事業所は見当たらず、

オンライン記録等に適用事業所としての記録も無く、Ａ社に対し申立内

容について確認できない。 

また、申立人が、事業所名はＢ株式会社かもしれないとしていること

から、Ｂ株式会社に申立人の厚生年金保険の適用について確認したとこ

ろ、同社では、同社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得届」には申立人の被保険者資格取得日が昭和 21 年 11 月１日と記載さ

れているとしている。 

さらに、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載のＢ株式会社が適用事業所となった日は、申立期間①及び②の後の昭

和 21 年 11 月１日である。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人の 

厚生年金保険被保険者資格記録は、Ｂ株式会社において昭和 21 年 11 月

１日に被保険者資格を取得し、22 年８月１日に被保険者資格を喪失

（「原因」欄に「退職」と記載有り。）したとの記録のみであり、申立



  

期間①の加入記録は無い。 

 

２ 申立期間②について、上記１のとおり、Ｂ株式会社では、同社が保管

する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届」には申立人の被保険

者資格取得日が昭和 21 年 11 月１日と記載されているとしている。 

また、上記１のとおり、Ｂ株式会社が申立期間②当時適用事業所であ

った記録は見当たらない。 

さらに、上記１のとおり、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に申

立期間②の加入記録は無い。 

 

３ 申立期間③について、Ｂ株式会社では、同社が保管する申立期間③内

の健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更（算定基礎）届に申立

人の氏名は確認できないとしており、同僚からも、申立人の保険料の事

業主による給与からの控除について供述を得られない。 

また、上記１のとおり、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に申立

期間③の加入記録は無い。 

 

４ 申立期間④について、同僚からは、Ｃ社では、厚生年金保険に加入さ

せない試用期間が３か月あったとの供述が得られたほか、同社は、現在

適用事業所でなくなっており、事業主等の所在も不明で、申立内容につ

いて確認できない上、同僚から、申立人の保険料の事業主による給与か

らの控除について供述を得られない。 

なお、Ｃ社及び申立期間③の後に申立人の厚生年金保険加入記録があ

るＤ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立期間に申

立人の氏名は確認できず、健康保険番号に欠番も無い上、オンライン記

録によると、昭和 44 年１月から同年４月までの期間は国民年金保険の

保険料納付済期間となっている。 

 

５ すべての申立期間について、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等

の資料は無い。 

  このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年６月１日から 47 年 10 月 21 日まで 

  勤務した順序は明確ではないが、申立期間は、Ａ株式会社及び有限会

社Ｂに勤務していたので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ａ株式会社に関する申立てについて、同僚の供述により、期間の特定

はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社が厚生年

金保険の適用事業所になったのは昭和 47 年３月６日であり、同日以前

において適用事業所となった記録は確認できないほか、適用日以後の申

立期間において、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立

人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠落も無い。 

また、申立期間当時の事業主は、申立期間当時の厚生年金保険関係資

料は保存されておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入につ

いては不明であるが、同社では入社から３か月間の試用期間があり、こ

の期間は厚生年金保険に加入させていないとしている上、同僚からも入

社３か月経過後に厚生年金保険に加入したとの供述があり、申立人の申

立期間の厚生年金保険料の給与からの控除については供述を得られない。 

    なお、申立人は、Ａ株式会社に勤務した期間は数か月間であるとして

いる。 

 

  ２ 有限会社Ｂに関する申立てについて、申立人が具体的に説明する業務

内容並びに申立期間当時の事業主及び同僚が供述する業務内容から、期

間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかが



  

える。 

    しかしながら、上記事業主は、有限会社Ｂは既に倒産し申立期間当時

の厚生年金保険関係資料は保存されておらず、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の加入については不明であるが、入社後３か月から４か月間

は研修期間があり、その期間は厚生年金保険に加入させていないと供述

しているほか、同僚からは申立人の申立期間に係る勤務実態及び給与か

らの保険料控除について供述を得ることができない。 

    なお、申立人は、有限会社Ｂに勤務した期間は短期間であったとして

いる。 

    また、有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には申立

期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠落も無い。 

 

  ３ 申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を両事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

なお、オンライン記録によると、申立人の申立期間における国民年金

保険料は納付済みと記録されていることが確認でき、申立人も納付した

と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年２月１日から 30 年１月 19 日まで 

  ねんきん特別便によると、Ａ施設（Ｂ有限会社）に勤務していた期間

のうち、昭和 29 年２月１日から 30 年１月 19 日までの厚生年金保険の

被保険者記録が無かった。 

昭和 29 年２月１日から 31 年 12 月 23 日までＣとして勤務しており、

厚生年金保険料を給与から控除されていたはずであり、納得できないの

で調査して被保険者記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管しているＤ会員証の記録及び同僚の供述により、申立人が

申立期間当時、Ａ施設に勤務していたことが認められる。 

しかし、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によれば、Ａ施設

は、申立期間以後の昭和 30 年１月 19 日に厚生年金保険の適用事業所とな

っており、当該事業所において同年１月 19 日以前に厚生年金保険の被保

険者資格を取得した被保険者も確認できない。 

また、申立期間当時の同僚６人に照会したところ、回答した５人のうち

一人は、「自分が入社した昭和 29 年には、会社は厚生年金保険に加入し

ておらず、途中の 30 年１月から加入した。」と供述しており、ほかの一

人は「29 年夏ころに従業員の福利厚生について会社と話合いをするまで

社会保険には未加入だったのだが、その後役所を訪問して説明を聞き、失

業保険（現在は、雇用保険）、健康保険及び厚生年金保険に 30 年１月か

ら加入した。それまでは給与明細書はもらったことが無く、厚生年金保険

料を給与から控除されていなかった。」旨の供述をしている。 

さらに、商業登記簿謄本によれば、Ａ施設は平成 21 年３月 24 日に解散



  

しており、事業主は、申立人の申立期間当時の勤務について認めているも

のの「当時の事業主は他界している上、給与台帳等の資料は保存されてお

らず、申立人の申立期間の勤務及び厚生年金保険料の給与からの控除につ

いては不明。」と供述していることから、申立人の申立期間に係る勤務及

び厚生年金保険料の給与からの控除について確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3747 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 50 年９月１日から 51 年２月 28 日まで 

    申立期間は公共職業安定所の紹介により、Ａ株式会社にＢとして勤務

していたが、当該期間の厚生年金保険加入記録が無い。調査の上、申立

期間において厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間においてＡ株式会

社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社に照会したところ、同社が保管する社会保険

関係台帳において、申立人は、雇用保険加入記録は確認できるものの、厚

生年金保険加入記録は無いとしており、当時のＢは雇用保険のみの加入で

あったと回答している。 

また、申立期間当時にＡ株式会社に入社したＢ５人を抽出して調査した

ところ、いずれも申立期間において、同社に係る厚生年金保険の加入記録

は確認できなかった。 

さらに、Ａ株式会社の厚生年金保険被保険者が加入するＣ基金において、

申立人の加入記録は確認できなかった。 

加えて、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 3749 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 31 年から 32 年まで 

                （Ａ事務所） 

               ② 昭和 42 年から 43 年まで 

               （Ｂ事務所） 

               ③ 昭和 43 年から 44 年まで 

               （Ｃ社） 

               ④ 昭和 44 年から 45 年まで 

               （Ｄ社） 

               ⑤ 昭和 48 年から 49 年まで 

               （Ｅ株式会社） 

               ⑥ 昭和 49 年から 50 年まで 

               （Ｆ社） 

               ⑦ 昭和 58 年ころ 

               （Ｇ店） 

               ⑧ 昭和 59 年ころ 

               （Ｈ施設） 

               ⑨ 昭和 60 年ころ 

               （Ｉ店） 

               ⑩ 昭和 60 年ころ 

               （Ｊ株式会社） 

               ⑪ 昭和 63 年から平成元年まで 

               （Ｋ株式会社） 

    すべての申立期間において、厚生年金保険に加入しているはずである。

保険料も給与から控除されていたので厚生年金保険の被保険者期間とし



  

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｌ会に照会したところ、申立期間①当時、Ｍ市

では二人のＮ姓の者が事務所を開設していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録において検索を行ったが、Ｍ市におい

て適用事業所としてのＡ事務所に係る記録は無い。 

また、いずれの事業主も既に他界しているため、照会を行うことはで

きず、申立人が勤務していた事業所を特定することはできなかった。 

さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

加えて、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、Ｏ会に照会したところ、申立期間②当時、Ｐ市

では二人のＱ姓の者が事務所を開設していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録において検索を行ったが、Ｐ市におい

て適用事業所としてのＢ事務所に係る記録は無い。 

また、いずれの事業主も既に他界しているため、照会を行うことはで

きず、申立人が勤務していた事業所を特定することはできなかった。 

さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

加えて、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人は、Ｒ地近くにあったと供述するＣ社に

勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ｐ市役所、Ｓ会及びＴ会に照会したが、当該事業所に

ついて存在を確認することはできなかった。 

また、オンライン記録において検索を行ったが、適用事業所としての

当該事業所に係る記録は無い上、当該事業所に係る商業登記簿は無く、

事業主に照会はできなかった。 

    さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 



  

加えて、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

なお、申立人は、当該事業所について、「Ｕ社又はＶ株式会社かもし

れない。」ともしているため、合わせて照会を行ったが、当該名称での

事業所の確認はできず、オンライン記録において検索も行ったが、Ｐ市

において適用事業所としての当該名称に係る事業所の記録は無いため、

申立事業所の確認をすることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

４ 申立期間④について、申立人は、Ｗ町にあったＤ社に勤務していたと

主張している。 

しかしながら、Ｘ組合に照会を行ったが、当該事業所について存在を

確認することはできなかった。 

また、オンライン記録において検索を行ったが、適用事業所としての

当該事業所に係る記録は無い上、当該事業所に係る商業登記簿は無く、

事業主に照会はできなかった。 

さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

加えて、申立人の申立期間④に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

５ 申立期間⑤について、申立人は、Ｙ市にあったＥ株式会社に勤務して

いたと主張している。 

しかしながら、Ｚ協会に照会を行ったが同社について存在を確認する

ことはできなかった。 

また、オンライン記録において検索を行ったが、Ｙ市において適用事

業所としての当該事業所に係る記録は無い上、当該事業所に係る商業登

記簿は無く、事業主に照会はできなかった。 

    さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

  加えて、申立人の申立期間⑤に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 



  

６ 申立期間⑥について、申立人は、ａ市にあったＦ社に勤務していたと

主張している。 

しかしながら、Ｚ協会に照会を行ったが当該事業所について存在を確

認することはできなかった。 

また、オンライン記録において検索を行ったが、ａ市において適用事

業所としての当該事業所に係る記録は無い上、当該事業所に係る商業登

記簿は無く、事業主に照会はできなかった。 

さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

  加えて、申立人の申立期間⑥に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間⑥における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

７ 申立期間⑦について、申立人は、ｂ地にあったＧ店に勤務していたと

主張しており、ｃ会へ照会したところ、申立人が記憶する所在地にＧ店

があったとの回答が得られた。 

しかしながら、オンライン記録において検索を行ったが、適用事業所

としての当該事業所に係る記録は無い上、当該事業所に係る商業登記簿

は無く、事業主に照会はできなかった。 

また、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行う

ことはできなかった。 

 さらに、申立人の申立期間⑦に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間⑦における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

  

８  申立期間⑧について、ｄ組合からの回答及び不動産登記簿により、現

在のｅ地に「Ｈ施設」があったことが確認できる。 

また、申立人は、当該事業所の所有者はｆを営んでいたことを記憶し

ているところ、不動産登記簿においても当該事実が確認でき、申立人の

記憶と一致することから、申立事業所は当該事業所であることがうかが

える。 

  しかしながら、当該事業所の所有者は、既に他界しており、同氏が代

表取締役であったｆにも資料は無く、申立人がＨ施設に勤務していたこ

とを確認することはできなかった。 

また、オンライン記録において検索を行ったが、適用事業所としての

Ｈ施設に係る記録は無い。 



  

  さらに、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行

うことはできなかった。 

  加えて、申立人の申立期間⑧に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間⑧における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

９ 申立期間⑨について、申立人は、現在のｇ地のＩ店に勤務したと主張

しているが、ｈ会に照会したところ、屋号は不明としながらも申立人が

記憶している所在地にｉ店があったとの回答が得られたことから、同店

が申立事業所であるＩ店であったことがうかがえる。 

しかしながら、当該事業所は既に無く、オンライン記録において検索

を行ったが、適用事業所としての当該事業所に係る記録は無く、事業主

に照会を行うことはできなかった。 

また、同僚照会についても、申立人に同僚の記憶は無く、照会を行う

ことはできなかった。 

  さらに、申立人の申立期間⑨に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

  なお、ｇには、類似商号の株式会社ｊが存在していたことが商業登記

簿で確認できるため、オンライン記録において検索を行ったが、適用事

業所としての同社に係る記録は無い上、同社は既に解散しており、事業

主の所在も不明のため照会を行うことはできなかった。 

  このほか、申立人の申立期間⑨における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

10 申立期間⑩について、申立人がＪ株式会社に勤務期間は不明ながらも

昭和 60 年ころに勤務していたことが、事業主及び同僚の供述により推

認される。 

しかしながら、Ｊ株式会社は、「当時の資料は残っていないが、申立

人は、パート勤務であったので、厚生年金保険には加入させていなかっ

た。」と供述しており、複数の同僚も「申立人は、パートで勤務してい

たと思う。」と供述している。 

また、Ｊ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオン

ライン記録には申立人の氏名は無く、健康保険整理番号にも欠番は無い。 

  さらに、申立人の申立期間⑩に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間⑩における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 



  

 

  11 申立期間⑪について、申立人は、Ｋ株式会社に勤務していたと主張し

ている。 

    しかしながら、当該事業所で保存されていた社員名簿には申立人の氏

名は無く、同事業所に係るオンライン記録にも申立人の氏名は無い。 

    また、申立期間⑪に在籍していた同僚に対して照会を行ったが、申立

人が当該事業所に勤務していたことをうかがわせる供述は得られなかっ

た。 

  さらに、申立人の申立期間⑪に係る厚生年金保険料の事業主による控

除が確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

    なお、ｋ市の同社の敷地内には、親会社である株式会社ｌのｍ社があ

り、申立人の記憶していた業務内容から株式会社ｌでの勤務の可能性に

ついても考えられるため、同社に対して照会を行ったが、申立人に係る

資料は無いほか、同社に係るオンライン記録にも申立人の氏名は無く、

勤務の可能性をうかがうことはできなかった。 

    このほか、申立人の申立期間⑪における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

     

12 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、すべての申立期間に係る厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 34 年１月から 35 年 10 月まで 

② 昭和 56 年 10 月ころから 57 年６月 30 日ま

で 

   厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について、

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所（当

時）から受けた。申立期間①については、Ａ株式会社を退職後に株式会

社Ｂの社長に誘われて入社し、経理事務等の仕事をした。 

   なお、株式会社Ｂは社名変更して株式会社Ｃになったが、両社の社長

は同じであり、株式会社Ｃにおける厚生年金保険は、昭和 35 年 11 月１

日に被保険者資格を取得している。 

   申立期間②については、株式会社Ｄを退職後、株式会社ＥのＦ支店の

中にあるＧ社で働いた。Ｇ社は、Ｈだったが、年配の男性と二人で、Ｇ

社に係る事務の仕事をした。 

   申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間①については、申立人は、株式会社Ｂが社名変更して株式会

社Ｃになったと供述しているが、両社に係る商業登記簿謄本は、保存期

間経過のため確認できない。 

また、適用事業所名簿によると、株式会社Ｃは、昭和 35 年 11 月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっているが、株式会社Ｂは、適用事業

所になっていることが確認できない。 

さらに、株式会社Ｃが適用事業所となった昭和 35 年 11 月１日に、事



  

業主及び申立人を含む９人が被保険者資格を取得しているが、連絡先が

判明した３人に同僚照会したところ、回答のあった一人は、「年月は定

かでないが、株式会社Ｂが株式会社Ｃに社名変更したことは記憶してい

るものの、厚生年金保険適用前の保険料控除については分からない。」

と回答している。 

加えて、株式会社Ｃの元事業主に、申立人に係る勤務実態及び保険料

控除について照会するも回答は無い。 

 

２  申立期間②については、申立人は、同僚の名前を記憶していないこと

から、申立期間②当時、株式会社ＥのＦ支店の厚生年金保険に加入して

いた同僚 11 人に照会し、８人から回答があるものの、申立人を記憶し

ている者はいない上、同社Ｆ支店において総務部長をしていた同僚は、

「Ｉ組合がＦ支店にあったことは間違いない。株式会社Ｅは、組合に場

所は提供していたが、組合独自で運営していたので、職員に関する雇用

関係も組合独自で運営されていた。Ｉ組合は、昭和 63 年に国に届出を

して解散し、当時の専務理事も亡くなっている。」と供述しているとこ

ろ、適用事業所名簿により、Ｉ組合が適用事業所になっていることが確

認できない。 

  また、株式会社Ｅ本社は、申立人は、同社に勤務してないと回答して

おり、同社Ｆ支店においても、社員名簿に申立人の記録は無いと回答し

ている。 

さらに、当該事業所に係る申立人の雇用保険の記録は無い。 

加えて、株式会社Ｅ本社及びＦ支店に係る申立期間②当時の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿は連番で欠番は無く、申立人の記録は無い。 

 

３ このほか、申立期間について、各事業主により、厚生年金保険料を給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

                 



  

埼玉厚生年金 事案 3753 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 42 年４月から 44 年１月まで 

   厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所（当

時）から受けた。昭和 42 年４月にＡ株式会社に運転助手として入社し、

同年 10 月に免許を取り運転手となった。申立期間について厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 事業主及び同僚の供述により、申立人が、期間の特定はできないものの、

申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、適用事業所名簿により、Ａ株式会社は、申立期間後の昭

和 44 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所になっていることが確認で

きる。 

また、Ａ株式会社が適用事業所となった昭和 44 年９月１日に事業主を

含む 19 人が被保険者資格を取得しているが、連絡先が判明した８人に同

僚照会したところ、回答のあった３人のうち一人は、適用前は、保険料は

控除されていなかったと供述している。 

さらに、事業主は、当時の資料は残ってないため、届出及び保険料控除

については不明と回答している。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により、給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3754 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月１日から 43 年５月 31 日まで 

    昭和 35 年４月１日にＡ株式会社に入社してから平成８年６月まで同

社に継続勤務し、その間の給与は上昇はあっても、前年より下がったこ

とは一度も無かったのに、申立期間の標準報酬月額が５万 2,000 円から

４万 8,000 円に下がっているのはおかしいので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の記録が、昭和 42 年６月が５万

2,000 円であるにもかかわらず、その４か月後の同年 10 月の定時決定で

は４万 8,000 円に減額されているが、当時の給与は毎年上昇しており、下

がったことは一度も無いとして申し立てている。 

しかし、申立期間当時において健康保険厚生年金保険被保険者原票で標

準報酬月額の減少が確認できる同僚 10 人に照会したところ、７人から回

答があり、そのうち４人は不明としているものの、そのうち一人の同僚が

保管していた給与明細書によると、時間外手当、通勤費等の減少による標

準報酬月額の減額変更が行われていること、及び当該標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、前記同僚に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記載内容に

不自然な点は無く、標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

さらに、Ａ株式会社は既に解散しており、営業権等を引き継ぎ、その後

Ｂ株式会社として承継している事業所では、申立人に係る記録は残ってい

ないため不明であるとしている。    

   このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく



  

厚生年金保険料控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3755 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年 10 月１日から 43 年３月１日まで 

             ② 昭和 44 年２月１日から 48 年９月１日まで 

    Ａ社に途中１か月の休職期間はあったが、その後は継続して勤務した

にもかかわらず、昭和 40 年 10 月１日から 43 年３月１日までの期間及

び 44 年２月１日から 48 年９月１日までの期間の記録が無いので、当該

期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について途切れることなくＡ社Ｂ営業所に勤務して

いたと申し立てている。 

しかし、Ａ社Ｂ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

申立人と同様に被保険者資格取得期間に空白期間がある者８人を抽出し申

立期間当時の厚生年金保険適用状況等について照会したところ、二人から

回答があり、そのうちの一人は、営業成績により正社員となり、正社員は

厚生年金保険に加入できた旨供述している。 

また、同名簿において、上記８人を含め、Ａ社Ｂ営業所には、資格喪失

と再取得を繰り返す従業員が多数存在していることが確認できることを踏

まえると、当時当該事業所においては、Ｃ職の厚生年金保険の加入につい

ては、必ずしも入社から退職まで継続して加入させる取扱いではなかった

と考えられるほか、雇用保険の加入記録においても、当該事業所に係る申

立人の記録は見当たらない。 

さらに、同名簿によると、申立人は、昭和 40 年 10 月１日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失し、43 年３月１日に同資格を再取得、44 年２月１

日に喪失し、48 年９月１日にＤ支社において再取得しており、かつ、再



  

取得時の厚生年金保険手帳番号は新たに払い出された番号である。 

加えて、Ａ社人事部では申立人の勤務及び保険料控除について、当時の

記録が残っていないため不明と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3756 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月１日から 55 年３月 31 日まで 

    昭和 52 年４月１日から 55 年３月 31 日までＡ町のＢ社に勤務し、Ｃ

に従事した。しかし、この間の厚生年金保険の被保険者期間の記録が無

い。この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、有限会社であるＢ社に昭和 52 年４月１日から 55 年３月 31

日まで勤務し、同期間において厚生年金保険の被保険者であったと主張し

ているが、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によ

り、Ｂ社と類似の名称の厚生年金保険適用事業所をＤ県内において確認す

ることはできなかった。 

 また、商業登記簿謄本により、申立人が記憶する事業所の所在地及び代

表取締役の姓が一致する有限会社Ｅという類似の名称の事業所が確認でき

るところ、同社の会社設立日は申立期間後の昭和 59 年５月＊日であり、

解散日は平成 17 年７月＊日であることが確認できる。 

さらに、有限会社Ｅの清算人である元事業主の妻は、申立人を記憶して

いるものの、元事業主は既に死亡しており、当時の資料は保存しておらず、

申立人の具体的な勤務期間は不明としている上、同事業所は申立期間にお

いて個人事業であり、申立期間を含め、事業所が小規模のため厚生年金保

険適用事業所とされたことは無いと回答しているところ、申立人も、同事

業所に勤務していたのは自分を含めて３人であったと供述している。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録が無い上、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月 11 日から 46 年１月１日まで 

昭和 45 年７月 11 日から同年 12 月 31 日まで株式会社Ａに勤務してい

たが、厚生年金保険被保険者としての記録が無いので、調査して、この

期間の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおける昭和 45 年４月 20 日から同年 10 月 26 日までの厚生

年金保険被保険者記録が確認できる同僚が、開始時期は不明ながら同年

12 月まで、営業職として申立人とともに勤務したと供述している上、雇

用保険の記録では、事業所名の記録は無いものの、事業所コードが同社本

社のあったＢ区に該当する事業所で、申立人が、45 年６月 23 日から 46

年１月 20 日まで雇用保険の被保険者であったことが確認できることから、

期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことが認めら

れる。 

しかしながら、株式会社Ａは昭和 45 年 12 月 12 日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっており、当時の事業主の所在は不明のため、申立人の

勤務の実態や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人及び前述の同僚が、同じ営業職として姓のみを挙げた同僚

は、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には見当たらな

い。 

さらに、申立人が姓のみを挙げたほかの３人の同僚について、当該被保

険者名簿で同じ姓を持つ被保険者のうち連絡先が判明した者に照会を行っ

たものの、回答が得られた者はいずれも申立人を知らないとしている。 

加えて、申立人は、給与明細書など、勤務実態や保険料控除を確認でき



  

る資料を保管しておらず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年５月から36年６月まで 

昭和 35 年５月ころから 36 年６月ころまでＡ地にある株式会社Ｂで勤

めた。会社は、Ｃを売っていた。早朝から店の準備にかかり、開店して

９時ころに朝食を取るので、従業員は皆住み込みで働いていた。会社の

社長が保険証を持っているようにと話していたので、厚生年金保険の記

録があるはずだが、国の記録に無いのはおかしいので、調査して、申立

期間を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｂにおいて、商品販売の業務に従事していた旨を供

述しているところ、同社において申立期間の一部を含む７か月以上の厚生

年金保険の被保険者記録がある女性同僚９人に照会し、回答のあった７人

全員が、「商品販売の仕事をしていた。」と回答しているが、全員が「申

立人を全く覚えていない。」と回答しており、申立人の同社における勤務

期間が特定できない。 

 また、昭和 31 年 10 月から 41 年 10 月まで住み込みで株式会社Ｂに勤務

したと供述している女性同僚は、「人が短期間で出たり入ったりしていて、

すぐ辞めていく人が多かった。」と供述しており、34 年３月に入社して

44 年 10 月まで勤務したと供述しているほかの女性同僚の厚生年金保険被

保険者資格取得日は、入社から約８か月遅れの 34 年 10 月 27 日であるこ

とが確認でき、申立人が、自分と同時期か少し早く入社したとして「Ｄ」

という名前だけを覚えていた同僚の、同社における厚生年金保険の被保険

者資格取得日は、申立期間から９か月後の 37 年３月１日であることが確

認できることから、事業主は、入社してからある期間が経過した後に従業



  

員を厚生年金保険に加入させていたことがうかがわれる。 

 なお、当時の事業主及びその後に事業主となった妻は、既に死亡してお

り、当時の取締役も所在不明で照会ができず、上記の「Ｄ」氏も所在不明

で照会できなかった。 

さらに、株式会社Ｂに係る健康保険被保険者名簿（紙台帳）において、

同社が厚生年金保険（社会保険）の適用を受けた昭和 34 年１月１日から

申立期間後の 38 年１月８日までの期間に被保険者資格を取得した者の中

に、申立人の氏名は見当たらず、当該期間の健康保険証の番号に欠番は見

当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案3764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和10年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年10月１日から７年10月１日まで 

Ａ株式会社Ｂ所で勤務した期間の厚生年金保険の標準報酬月額につい

て、国（厚生労働省）の記録では、平成５年４月から同年９月までの期

間は53万円、同年10月から７年９月までの期間は47万円と記録されてい

るが、同じ会社で、同じ仕事をしていたのに、標準報酬月額が下げられ

ていることに納得がいかない。 

この標準報酬月額と、Ｃ公共職業安定所から平成９年９月２日付けで

受け取った60歳到達時等賃金日額登録通知書記載の賃金日額を基に計算

した賃金月額とが合わないので、調査して、標準報酬月額の記録を引き

下げられる前の額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和35年３月１日にＤ株式会社に入社し、Ｅ株式会社を経て、

Ａ株式会社で退職するまで、同じ会社で、同じ仕事をしていたにもかかわ

らず、同社Ｂ所における平成５年10月から７年９月までの間の標準報酬月

額が53万円から47万円に下がったことに対して、疑問があるとしている。 

しかしながら、Ａ株式会社Ｂ所は、Ａ株式会社とＥ株式会社の合併に伴

い、平成５年４月１日付けで厚生年金保険の適用事業所となっており、Ａ

株式会社保存の当該事業所に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得確認および標準報酬決定通知書」から、申立人は、同日付けで同事業所

に係る被保険者資格を取得し、併せて標準報酬月額を53万円とされたこと

が確認できる。 

また、Ａ株式会社では、会計伝票等の保存期間が経過し、当時の帳簿類



  

が無いため詳細は不明としながらも、「Ｅ株式会社における定年は57歳と

されていたが、申立人は、平成４年＊月＊日付けで57歳となり、同社から

退職金の支給がされている。しかし、同社は、当時の内規において、60歳

までの雇用延長を認めていたことから、再雇用されたらしい。このため、

申立人は、当社に採用後も60歳までの勤務が継続している。採用後におけ

る最初の定時決定時に、採用後の給与に基づき標準報酬月額の月額変更が

されたものと思われる。」と回答しており、複数の同僚も、「定年後に再

雇用のときは、給与が10％（パーセント）から20％くらい下がった。」と

供述している。 

さらに、Ａ株式会社保存の申立人に係る社会保険被保険者台帳において、

平成５年10月１日付けの標準報酬月額が53万円から47万円に月額変更され、

６年10月１日付けの標準報酬月額は47万円と記録されており、いずれもオ

ンライン記録における定時決定の標準報酬月額の記録と合致している上、

保険料率が改訂された同年11月１日付けにおける標準報酬月額の記録も47

万円となっている。 

これらのことから、申立人に係る標準報酬月額の定時決定における月額

変更に不自然な点は見当たらず、不合理な処理であった事情はうかがえな

い。 

一方、申立人は、厚生労働省に記録されている標準報酬月額47万円と、

Ｃ公共職業安定所から交付された60歳到達時等賃金日額登録通知書に記載

されている賃金日額を基に計算した賃金月額に見合う標準報酬月額50万円

との間において、差があることが納得できないとしている。 

しかしながら、60歳到達時等賃金日額登録通知書は、申立人が、平成７

年＊月＊日に60歳に到達する前における給与を基に算定がされており、当

該賃金日額として厚生年金保険の標準報酬月額50万円に見合う額が登録さ

れているところ、申立人に係る厚生年金保険のオンライン記録における標

準報酬月額は、被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

よると、同年10月１日からの標準報酬月額は50万円と記録されていたが、

申立人が同日付けで被保険者資格を喪失したため、当該標準報酬月額の記

録については、取り消されていることが確認できる。 

このことから、事業主は、申立人に係る標準報酬月額の算定基礎届につ

いて、当該年において、適正に届け出ていたと認められる。 

また、Ａ株式会社が保管する申立人に係る社会保険被保険者台帳の記録

から、申立人は、事業主によって、申立期間における給与から標準報酬月

額47万円に見合う厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3766 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21 年５月１日から 22 年 11 月１日まで 

昭和 21 年から 22 年までＡ地にあった株式会社Ｂに勤務していたが、

年金事務所で確認したところ、同社における厚生年金保険被保険者記録

が無かった。同社の後にＣ株式会社及び株式会社Ｄに勤務したが、当時、

３社は同じ会社という認識であり、株式会社Ｂの記録だけが無いのはお

かしい。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された「株式会社Ｂ」という会社名が印刷された便せん

には、昭和 21 年における株式会社Ｂの業務内容や、同社における申立人

の仕事内容等に関する詳細な記述があることから、申立人が申立期間にお

いて、同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、厚生年金保険適用事業所名簿及びオンライン記録におい

て、株式会社Ｂが厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない。 

また、申立人から提出された便せんに、「Ｅ株式会社に入社」との記述

があることから、「Ｅ」という名称で適用事業所を検索したところ、複数

の事業所が該当したが、いずれの事業所も厚生年金保険の適用事業所であ

った期間や事業所の所在地が、申立内容と合致しなかった。 

さらに、当時の事業主の所在は不明であり、当時の状況等について確認

することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3767 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月１日から 48 年３月１日まで 

株式会社Ａを退社してから約３か月後の昭和 47 年２月に有限会社Ｂ

に入社した。その約１か月後には、株式会社Ａでの同僚を有限会社Ｂに

誘い、同社で一緒に勤務したことを記憶している。年金事務所で確認し

たところ、同社における厚生年金保険被保険者記録が１か月しかなかっ

たが、納得がいかないので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が有限

会社Ｂに勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及

びオンライン記録で、申立人が同時期に株式会社Ａから有限会社Ｂに転職

したとする同僚の記録は確認できなかった。 

また、同名簿により、申立人が昭和 48 年３月１日に厚生年金保険の被

保険者資格を取得し、同年４月１日に資格を喪失していることが確認でき、

オンライン記録と一致しているほか、申立期間において雇用保険の加入記

録は確認できない。 

さらに、当時の事業主は所在が不明であり、当時の状況について確認す

ることができないほか、回答を得ることができた同僚は、いずれも有限会

社Ｂにおける給与計算や社会保険事務の取扱いについては不明としている。 

なお、申立人が事業主により給与から申立期間に係る厚生年金保険料を

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3769 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 明治 44 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月１日から 60 年 12 月 31 日まで 

   社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社Ｂ工場に勤務していた期

間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

Ｃ市から一緒に転居し働いていた同僚は、当該事業所における厚生年

金保険の加入記録があると言っている。 

申立期間について、第三者委員会で調査の上、記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の記録から、申立人は、申立期間のうち、昭和

44 年８月 24 日から 45 年 12 月 23 日までの期間、46 年６月 12 日から同年

12 月 20 日までの期間、47 年４月 12 日から 48 年 12 月 20 日までの期間及

び 49 年７月 17 日から 51 年 12 月 20 日までの期間については、Ａ株式会

社Ｂ工場（現在は、Ｄ株式会社）に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人と同郷であり、２、３年一緒に働いたことがある

とする同僚二人は、「当該事業所は、昭和 59 年ころまでＥを厚生年金保

険に加入させていなかったので、働いていた全期間において厚生年金保険

の記録があるわけではない。また、採用時に、定年は 65 歳であると聞い

ていた。」との供述が得られたところ、申立人の雇用保険の記録から、申

立人が当該事業所を最後に離職した日（51 年＊月＊日）の年齢は 65 歳で

あったことが確認できる上、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被

保険者原票から、申立人と同郷である８人の同僚（前述の二人を含む）の

うち、７人が 59 年１月に厚生年金保険の資格を取得しており、８人とも



  

64 歳までに同資格を喪失していることが確認できた。 

また、Ｄ株式会社人事部は、「同社Ｂ工場は既に閉鎖しているため、申

立期間当時の記録は処分している。Ｂ工場における社会保険の取扱い等に

ついては不明である。」と供述していることから、申立人の申立期間に係

る勤務実態、保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得るこ

とができなかった。 

さらに、申立期間における健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申

立人の氏名は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年ころから 35 年末ころまで 

              ② 昭和 35 年末ころから 36 年２月ころまで 

昭和 34 年ころから 35 年末ころまでＡ株式会社Ｂ支店（現在は、Ｃ支

店）で日雇従業員として勤務していたにもかかわらず、その間の厚生年

金保険被保険者記録が無い。申立期間①について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

また、昭和 35 年末ころから 36 年２月ころまでの約２か月の間、Ｄ株

式会社でＥの仕事をしていたにもかかわらず、その間の厚生年金保険被

保険者記録が無い。申立期間②について厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、Ａ株式会社Ｂ支店に勤務していたと

しているが、昭和 31 年に同社において厚生年金保険被保険者資格を取

得した同僚一人は、「26 年ころからＡ株式会社において日雇従業員と

して勤務し、31 年ころに正社員になった。」と供述している。 

また、事業主は申立期間①当時、日雇で勤務している者の社会保険の

取扱いについて、雇用保険については週 20 時間以上勤務していた者を

対象としていたが、厚生年金保険については不明であると供述している。 

さらに、事業主は申立てに係る照会について、当時の資料が無く不明

と回答しており、当時の同僚は申立てに係る照会について、申立人を知

らず不明と回答しているため、当時の勤務状況や厚生年金保険の加入状

況等について確認することができない。 

加えて、申立期間①に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確



  

認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 

２ 申立人は、申立期間②について、２か月ほどＤ株式会社に勤務してい

たとしているが、同僚一人は、同社において試用期間等社会保険料が控

除されていない期間が２か月から３か月ほどあったと思うと供述してい

る。 

また、当時の事業主は既に死亡している上、登記簿謄本から判明した

当時の役員は、申立てに係る照会について不明と回答しており、当時の

同僚は申立てに係る照会について、申立人を知らず不明と回答している

ため、当時の勤務状況や厚生年金保険の加入状況等について確認するこ

とができない。 

さらに、申立期間②に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



  

埼玉厚生年金 事案 3772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年６月 10 日から 39 年３月２日まで 

    Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に昭和 35 年６月 10 日からＣとし

て勤務していたが、社会保険庁（当時）の記録によれば、39 年３月２

日の資格取得となっている。納得できないので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社に昭和 35 年６月 10 日から勤務していたとしてい

るところ、事業主は申立てどおりの届出を行ったかは不明としているもの

の、当該事業所が保管する厚生年金保険被保険者資格取得届（39 年３月２

日取得）及び喪失確認通知書が申立人に係るオンライン記録及び健康保険

厚生年金保険被保険者原票と一致していることが確認できる。 

また、当該事業所における申立人に係る雇用保険の記録は、昭和 39 年

３月１日からとなっており、その日付は当該事業所における申立人の厚生

年金保険の被保険者資格取得日とほぼ一致している。 

さらに、同僚からも申立人の申立期間における勤務及び保険料控除に係

る供述等を得られなかった上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資

料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年８月 26 日から 59 年２月 25 日まで 

昭和 53 年１月６日から 59 年２月 25 日まで、私はＡ株式会社に勤務

していたにもかかわらず、申立期間において厚生年金保険の被保険者期

間となっていない。申立期間の年金記録を調査し、回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録によれば、申立

人は、昭和 58 年８月 26 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しており、

雇用保険の記録では、同年８月 25 日を離職日として記録されていること

が確認できる。 

また、Ｂ市役所に申立人の国民健康保険の加入履歴に係る照会をしたと

ころ、申立人は、昭和 58 年８月 30 日に国民健康保険に加入していたこと

が確認できる。 

さらに、Ａ株式会社は、昭和 60 年６月 25 日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなり、商業登記簿によれば 61 年 10 月＊日に破産しており、同

社に当時の状況を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3776 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 25 年から 27 年９月１日まで 

    入社月は不明だが、昭和 25 年に臨時社員として株式会社Ａに入社し、

Ｂに従事したが、その間、厚生年金保険料を給与から控除されていたと

思うので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について臨時社員として株式会社Ａに勤務していた

と主張しているが、申立期間当時、当該事業所で厚生年金保険被保険者資

格を有していた元同僚３人に照会したところ、一人は既に他界し、他の二

人は住所が不明のため連絡が取れない上、申立人が名前を挙げた者につい

ては特定するに至らなかったため、申立人に係る当時の勤務実態等につい

て具体的な証言は得られない。 

   また、株式会社Ａ本社に確認したところ、「申立人は、正社員としての

記録が無く、勤務していたかどうか不明である。恐らく臨時社員だったも

のと思われる。弊社は昭和 23 年４月１日から厚生年金保険に加入してい

たが、実際の加入者は事務職に限定し、厚生年金保険に全員加入するよう

になったのは 28 年９月の厚生年金保険法の改正で、加入対象者を一般事

務職に加えてＣへと拡大されたことに伴い、準備期間を経て同年 12 月か

ら全員加入した。したがって、今回の申立人が勤務していた期間は一部の

者（本店、本社等の主要出先機関の事務担当者）を除き、厚生年金保険の

非加入期間であり、申立てどおりの届出を行っておらず、また、厚生年金

保険の保険料納付もしていない。」との回答であった。 

   さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の名前は無い上、健康保険整理番号に欠番も無い。 



  

   加えて、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月１日から同年７月１日まで 

私は、Ａ院に、昭和 45 年４月１日から 49 年４月１日まで継続して勤

務しており、厚生年金保険料が給与から控除されていたと思う。申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険被保険者記録及び職場の元同僚の供述により、申立人

は、申立期間にＡ院に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立人と同時期の昭和 45 年４月１日に当該事業所にお

いて申立人と同じＢとして勤務を開始したとする元同僚については、厚生

年金保険被保険者資格の取得日は同年７月１日であることが確認できる上、

その元同僚は、「同年４月から同年６月までの期間は見習期間であったこ

とから、当該期間が厚生年金保険被保険者期間とはならなかったと理解し、

厚生年金保険料も控除されていなかった。」と供述している。 

また、申立期間当時、Ａ院において厚生年金保険被保険者資格のある職

員について入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日とを調査した結果、

合致していない者が多数確認できるところ、当該事業所において申立人と

同じ昭和 45 年７月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した 15 人の元

同僚（上記のＢである元同僚を含む。）は、いずれも同年４月１日に当該

事業所で勤務を開始していることが確認できる上、このうち照会に対して

回答のあった５人の元同僚は、45 年４月から同年６月までの期間は見習

期間であったことから、当該期間が厚生年金保険被保険者期間とはならな



  

かったと理解し、厚生年金保険料も控除されていなかったと供述している。 

さらに、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年４月から 26 年４月まで 

② 昭和 26 年５月から 38 年４月まで 

  私は、申立期間①は、Ａ社（現在は、Ｂ株式会社）に勤務していたに

もかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が見当たらない。私が当該

事業所を退職する少し前に入社してきた同僚は、当該事業所に係る老齢

厚生年金を受給していると聞いているので、申立期間①を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ａ社を退職後の申立期間②は、Ｃ社に勤務していた。それにも

かかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が見当たらないので、申立期

間②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、元同僚の供述により、期間の特定はできないも

のの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録

では、同事業所は、申立人が同事業所を退職したと供述する昭和 26 年

４月と同じ月の同年４月１日から厚生年金保険の適用事業所になってい

る上、複数の元同僚は、「新規適用事業所になった日以前は、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除はされてはいなかった。」と供述し

ている。 

また、申立人が供述している当該事業所に係る老齢厚生年金を受給し

ている元同僚の厚生年金保険被保険者記録でも、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所となった昭和 26 年４月１日以前の被保険者期間は確認でき

なかった。 



  

さらに、Ｂ株式会社に照会したところ、「申立期間①に係る厚生年金

保険の資料が保存されていないことから、申立人の勤務状況及び厚生年

金保険の届出については不明である上、給与から厚生年金保険料を控除

していたかどうかも不明。」と回答しており、申立期間①に係る同社に

おける勤務状況及び給与からの厚生年金保険料の控除について確認する

ことはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、Ｃ社の当時の事業主の長男は、「勤務期間は不

明であるが申立人が勤務していたことを記憶している。」と回答してい

ることから、勤務期間は特定できないものの、申立人が当該事業所に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録では、Ｃ社は厚生年金保険の適用事業

所としての記録が見当たらず、また、当時の事業主の長男は、「Ｃ社は

個人事業で、厚生年金保険の適用事業所の申請はしておらず、給与から

厚生年金保険料を控除しなかったはずである。当時の資料は既に廃棄さ

れており申立内容を確認することはできない。」と供述している。 

また、申立人が一緒に働いていたと供述する当時の事業主、その兄弟

及び子(４人)のオンライン記録を確認すると、全員が国民年金の被保険

者記録のみか、国民年金の被保険者記録とＣ社以外の厚生年金保険被保

険者の記録となっており、Ｃ社に係る厚生年金保険の記録は確認できな

かった。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②のうち、昭

和 36 年４月から 38 年４月までは国民年金の保険料納付済みの記録とな

っていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25 年４月から 27 年７月まで 

    昭和 25 年４月ころから 27 年７月ころまでＡ地の米軍基地（Ｂ基地）

で働いていた。当時の職種はＣで、Ｄしていた。同基地に勤務していた

期間の厚生年金保険の記録が無いので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ地のＢ基地に勤務していたと申し立てているが、

Ｅからは、駐留軍に勤務した日本人従業員の記録（Ｆ所の記録）に、申立

人が申立期間にＢ基地に勤務した記録は確認できないとの回答があった。 

また、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、申立人が

申立期間に、Ｂ基地で厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は確認

できない上、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）においても、申立人が

申立期間にほかの事業所に雇用されてＢ基地で勤務し、当該事業所におい

て厚生年金保険被保険者として適用された記録は確認できない。 

さらに、申立期間当時、Ｂ基地に勤務していた従業員 12 人及びＧ基地

に勤務していた従業員 11 人に照会したところ、Ｂ基地勤務の従業員９人

及びＧ基地勤務の従業員９人から回答があったが、申立人が厚生年金保険

に加入していたことを推認できる関連資料及び供述は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年８月から 35 年９月ころまで 

期間の特定はできないものの、上記申立期間のうち一部の期間につい

て、Ａ院、Ｂ院及びＣ院に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険

の記録が確認できない。厚生年金保険に加入していたはずなので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ院の事業主は「当時の資料は無いため申立人の厚生年金保険の被保

険者記録などについて不明」との旨の供述をしている上、所在を確認で

きた同院の当時の被保険者に対し照会を行ったが、申立人の同院におけ

る勤務の有無及び就労形態は不明であり、厚生年金保険への加入及び厚

生年金保険料を給与から控除されていたことをうかがわせるような供述

を得ることはできなかった。 

また、Ａ院が加入していたＤ組合に照会したが、申立人の申立期間に

おける同院での被保険者記録は確認できなかった。 

さらに、Ａ院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、当該期

間における申立人の被保険者記録が無く、健康保険の整理番号も連番で

欠番が無いことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料



  

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   

２ Ｂ院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同院は昭和

37 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当

時は、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

 また、Ｂ院が適用事業所となった昭和 37 年９月１日に厚生年金保険

の資格を取得した者に照会したところ、複数の者が、同年９月１日より

前から同院に勤務していたが、同年９月１日より前は厚生年金保険の適

用を受けていなかった上、保険料の控除もされていなかった旨を回答し

ている。 

 さらに、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、事業主は、

当時の資料も無く不明としており、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も見当たらな

い。 

加えて、Ｂ院が加入していたＤ組合に照会したが、申立人の申立期間

における同院での被保険者記録は確認できなかった。 

なお、申立人は、事業所の名称についてＥ院の可能性がある旨の供述

をしているが、Ｅ院は厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認で

きない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

３ Ｃ院の事業主は「当時の資料は無いため申立人の厚生年金保険の被保

険者記録などについて不明」との旨の供述をしている上、所在を確認で

きた同院の被保険者に対し照会を行ったが、申立人の同院における勤務

の有無及び就労形態は不明であり、厚生年金保険への加入及び厚生年金

保険料を給与から控除されていたことをうかがわせるような供述を得る

ことはできなかった。 

また、Ｃ院が加入していたＤ組合に照会したが、申立人の申立期間に

おける同院での被保険者記録は確認できなかった。 

さらに、Ｃ院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、当該期

間における申立人の被保険者記録が無く、健康保険の整理番号も連番で

欠番が無いことが確認できる。 



  

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3794 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年１月１日から 48 年１月１日まで 

             ② 昭和 48 年１月１日から 51 年１月１日まで 

             ③ 昭和 51 年１月１日から 54 年１月１日まで 

    昭和 45 年から 53 年末まで、Ａ株式会社の関連事業所であるＡ株式会

社Ｂ支社（現在は、株式会社Ｃ）、株式会社Ｄ及び株式会社Ｅで勤務し

た。期間はそれぞれ３年くらいずつなので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   すべての申立期間について、各申立事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票において確認できる同僚 32 人に申立人の各申立期間に係る

在籍を照会したところ、18 人から回答があり、全員が各申立期間につい

て、申立人のことは知らない、又は申立人は勤務していなかったと回答し

ている。 

   また、申立期間①については、Ａ株式会社Ｂ支社に問い合わせたところ、

昭和 50 年以前の人事に関する資料は存在しないと回答があり、申立人の

記録を確認することはできない。 

さらに、申立期間②については、株式会社Ｄに問い合わせたところ、当

時の被保険者資格の得喪等に関する書類を確認したが、申立期間②におい

て申立人の氏名は見当たらないと回答があった。 

   加えて、申立期間③については、株式会社Ｅに問い合わせたところ、当

時の被保険者資格の得喪等に関する書類を確認したが、申立期間③におい

て申立人の氏名は見当たらないと回答があった。 

   なお、すべての申立期間について、各申立事業所に係る健康保険厚生年



  

金保険被保険者原票において、申立人の氏名は無く、健康保険番号に欠番

も無い。 

   また、申立人のすべての申立期間における雇用保険の被保険者記録は無

い上、昭和 44 年６月から平成 22 年１月までの申立人の住所地であるＦ市

役所の回答により、申立人は、申立期間を含む昭和 44 年６月 23 日から平

成２年５月 11 日までＦ市（当時は、Ｇ町又はＨ市）の国民健康保険の被

保険者であったことが確認できた。 

   このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 3795 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年５月１日から同年 11 月 22 日まで 

  ② 昭和 52 年３月 25 日から 53 年６月 30 日まで 

   社会保険庁（当時）の記録では、株式会社Ａに係る厚生年金保険資格

取得日は昭和 48 年 11 月 22 日、資格喪失日は 52 年３月 25 日になって

いる。実際は 48 年５月１日に入社し、53 年６月まで勤務していたので、

調査の上、申立期間に被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間①について、申立人の雇用保険資格取得日は昭和 48 年８月

１日となっていることから、申立期間の一部の期間において申立人が当

該事業所に勤務していたことが認められるものの、既に事業所がなくな

っており、当時の事業主や役員は所在不明及び回答が得られないことか

ら、申立内容について確認することができない。 

また、申立人の元同僚は、「株式会社Ａは昭和 48 年 11 月に厚生年金

保険の適用事業所になり、それまで私は国民年金に加入していた」と述

べており、同人の申立期間①に係る国民年金のオンライン記録には保険

料納付済みとなっていることが確認できる。  

さらに、当該事業所に係る厚生年金保険適用事業所名簿（索引簿）及

び健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、当該事業所が厚生

年金保険適用事業所になったのは、昭和 48 年 11 月 22 日と記載されて

いることが確認でき、当該事業所に係るオンライン記録とも一致してい

る。 

 

２  申立期間②について、当時の複数の同僚は、申立人が当該事業所に勤        



  

務していたことは認めているが、申立人の勤務期間についてはいずれも

明確な記憶は無い。 

また、申立人の雇用保険の離職日は厚生年金保険の資格喪失日に近い

昭和 52 年４月 15 日となっており、申立期間②の一部について勤務実態

を確認することができない。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿によると、申立人の資格喪失日は昭和 52 年３月 25 日と記載され、社

会保険事務所（当時）が同年５月 15 日に健康保険被保険者証の返納と

ともに申立人の資格喪失に係る事務処理をしたことが記載されている。 

加えて、申立期間②において、申立人が事業主により給与から保険料

を控除されていた事実を示す給与明細書、源泉徴収票などの資料が無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3796 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年９月１日から同年 12 月１日まで 

    平成 20 年 11 月に社会保険事務所（当時）の職員により、標準報酬月

額の遡及
そきゅう

訂正の調査を受けたが、この時に初めて年金記録の訂正を知っ

た。厚生年金保険の記録を、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が代表取締役として勤務していた株式会社Ａ（同社は平成２年４

月に株式会社ＢのＣ出張所だった部門が分離独立したもの）は、オンライ

ン記録により、５年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなった

ことが確認できるところ、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、６年

４月 21 日に、５年９月から同年 11 月までの期間について 53 万円から９

万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

一方、申立人は、社会保険料を滞納したことはなかったとしているが、

Ｄの影響から資金の調達ができなくなり、株式会社Ａの従業員を株式会社

Ｂに戻したと供述している上、申立事業所には１億円単位の負債があった

と供述していることを踏まえると、申立期間当時において社会保険料を滞

納していた事情がうかがえる。 

また、申立人は、社会保険の手続は会計事務所に委託していたと供述し

ているが、当該会計事務所では通常の会計業務は受託していたが社会保険

関係の手続は行っていなかったと回答していること、及び複数の元従業員

から社会保険に関する事務手続や書類の作成については申立人が行ってい

た旨の供述が得られたことを踏まえると、社会保険事務所が代表取締役で

あった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、無断で



  

当該遡及
そきゅう

処理を行ったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処

理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立期間に

おける標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 19 年 10 月１日から 21 年５月ころまで 

             ② 昭和 29 年１月ころから 30 年２月ころまで 

             ③ 昭和 32 年４月ころから 36 年３月ころまで 

    戦前から戦後にかけて、Ａ株式会社Ｂ工場に継続して勤務したが、女

性にも厚生年金保険加入の制度が始まった昭和 19 年 10 月１日から同社

を退職した 21 年５月ころまでの期間の厚生年金保険の被保険者記録が

無いので、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

    昭和 29 年１月ころから 30 年２月ころまで、Ｃ町にあったＤ社（現在

は、Ｅ社）Ｆ営業所にＧとして継続して勤務したが、その期間の厚生年

金保険の被保険者記録が無いので、申立期間②を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

    昭和 32 年４月ころから 36 年３月ころまで、Ｈ社（現在は、Ｅ社）Ｉ

営業所に継続して勤務したが、その期間の厚生年金保険の被保険者記録

が無いので、申立期間③を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 19 年 10 月１日以前から 21 年

５月ころまで継続してＡ株式会社Ｂ工場に勤務したと主張しているが、

Ａ株式会社の人事担当者は、同社Ｂ工場の関係資料は 34 年以降分のみ

の保管であるため、申立期間①について申立てどおりの届出を行ったか

どうか、及び厚生年金保険料を給与から控除して納付したかどうかは不



  

明であるとしており、申立内容の確認ができない。 

    また、申立人の当時の同僚とみられる数人に照会したが、申立人の当

該事業所における勤務及び厚生年金保険料の控除については回答者全員

が不明としている。 

    さらに、申立期間①について、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険労働

者年金保険被保険者名簿を確認しても申立人の氏名は無く、申立人が厚

生年金保険被保険者資格を取得した形跡は見当たらない。 

    

  ２ 申立期間②について、申立人は、昭和 29 年１月ころから 30 年２月こ

ろまでＤ社Ｆ営業所に継続して勤務したと主張しているが、Ｅ社の人事

担当者は、該当資料が無く、申立期間②について申立人の在籍の確認が

できないため、申立てどおりの届出を行ったかどうか、及び厚生年金保

険料を給与から控除して納付したかどうかは不明であるとしており、申

立内容の確認ができない。 

    また、申立人の当時の同僚とみられる数人に照会したが、申立人の当

該事業所における勤務及び保険料の控除については回答者全員が不明と

している。 

    さらに、申立期間②について、Ｄ社Ｆ支社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿を確認しても申立人の氏名は確認できない上、健康保険

の整理番号に欠番も無い。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人は、昭和 32 年４月ころから 36 年３月こ

ろまでＨ社Ｉ営業所に継続して勤務したと主張しているが、Ｅ社の人事

担当者は、該当資料が無く、申立期間③について申立人の在籍が確認で

きないため、申立てどおりの届出を行ったかどうか、及び厚生年金保険

料を給与から控除して納付したかどうかは不明であるとしており、申立

内容の確認ができない。 

    また、申立人の当時の同僚とみられる数人に照会したが、申立人の当

該事業所における勤務及び保険料の控除については回答者全員が不明と

している。 

    さらに、申立期間③について、Ｈ社Ｊ支社及びＫ支社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿を確認しても申立人の氏名は確認できない上、

健康保険の整理番号に欠番も無い。     

 

    ４ このほか、申立人がすべての申立期間に係る厚生年金保険料を控除さ

れていたことを確認できる給与明細等の資料も無く、申立人のすべての

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 



  

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 


